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■ 舞台芸術のマネジメント専門職は「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（劇場法）」や「文化芸術の振興に関
する基本的な方針（第 4 次基本方針）」でその必要性と養成が謳われ、アートマネジメントを掲げる大学や学部も増
加するなど、文化芸術を支える仕事として認知されつつあります。

しかしながら、公立の劇場・音楽堂等では、指定管理者制度導入から 10 年超を迎え、職員の有期契約化が著しく
進むとともに、2013 年の改正労働契約法により 5 年未満の雇い止めの可能性も懸念されるなど、不安定な雇用環境
が進行しています。

このような課題に対し、Explatは、舞台芸術のマネジメント人材を取り巻く現状を全国規模で把握し、具体的な数値を
基に雇用環境改善・人材育成に関しての改善策を議論することこそが現在求められるアクションであると考え、「舞台芸
術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査 2016」を実施いたしました。

実態調査に寄せられた回答の統計結果をもとに、2016 年秋から全国 6 か所（京都・札幌・福岡・名古屋・東京・
仙台）でシンポジウムを行い、これから目指すべき労働環境と人材育成について議論しました。
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舞台芸術のアートマネジメント専門人材の
人材育成と労働環境を考えるシンポジウム
～統計・調査から分かる労働環境とこれから必要な人材育成～

京都
日時：2016年11月28日（月）19：00～21：00
会場：アトリエ劇研

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
あごうさとし（劇作家・演出家／アトリエ劇研ディレクター）
蔭山陽太（ロームシアター京都支配人兼エグゼクティブ・ディレクター）
五島朋子（鳥取大学地域学部附属芸術文化センター 教授）
綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）

劇場・音楽堂、実演団体、非営利団体、中間支援組織、フリーランス等、多様な形態で働く舞台芸術業界のマネジ
メント専門人材の労働環境の実態と課題を可視化することを目的として行われた「労働環境調査2016」。
この調査の1,000件を超える回答の統計結果をもとに、これから目指すべき労働環境、人材育成について全国6都市
でシンポジウムを行いました。

札幌
日時：2016年 12月 4日（日） 17：30～19：30
会場：北海道教育大学札幌駅前サテライト 教室１

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
片山泰輔（静岡文化芸術大学 文化政策学部 芸術文化学科 教授／大学院文化政策研究科長）

小室明子（演劇制作会社ラボチ）
閔鎭京（北海道教育大学岩見沢校 芸術・スポーツビジネス専攻 芸術文化政策研究室 准教授）

綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）

福岡
日時：2016年12月14日（水） 18：00～20：00
会場：福岡県立ももち文化センター 特別会議室

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
糸山裕子（福岡県立ももち文化センター館長、特定非営利活動法人アートマネージメントセン ター
福岡 代表理事）

大澤寅雄（ニッセイ基礎研究所 芸術文化プロジェクト室 准主任研究員／文化生態観察）

山口祥平（大分県立芸術文化短期大学講師／一般社団法人CIAN理事）
綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）
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舞台芸術のアートマネジメント専門人材の
人材育成と労働環境を考えるシンポジウム
～統計・調査から分かる労働環境とこれから必要な人材育成～

仙台
日時：2017年1月18日（水） 14:30～17:00
会場：日立システムズホール仙台 研修室1

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
鈴木拓（boxes inc.代表、ON-PAM副理事長）
水戸雅彦（えずこホール[仙南芸術文化センター]館長）
宮本武典（キュレーター／山形ビエンナーレプログラムディレクター／東北芸術工科大学准教授）

綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）

劇場・音楽堂、実演団体、非営利団体、中間支援組織、フリーランス等、多様な形態で働く舞台芸術業界のマネジ
メント専門人材の労働環境の実態と課題を可視化することを目的として行われた「労働環境調査2016」。
この調査の1,000件を超える回答の統計結果をもとに、これから目指すべき労働環境、人材育成について全国6都市
でシンポジウムを行いました。

名古屋
日時：2017年1月20日（金） 13：30～16：00
会場：愛知芸術文化センター アートスペース EF 室

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
唐津絵理（愛知県芸術劇場シニアプロデューサー）
加藤仲葉（ままごと制作）
松浦茂之（三重県文化会館 事業課長）
綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）

東京
日時：2017年1月23日（月）18：30～21：00
会場：あうるすぽっと 会議室 B

基調講演「若者の労働をめぐる問題」 本田由紀（東京大学教授／教育社会学）

ファシリテーター：植松侑子（Explat理事長）
パネリスト：
上原聴子（株式会社イイギリ 代表／一般社団法人Ｃｏ.山田うん制作）
岸正人（あうるすぽっと【豊島区立舞台芸術交流センター】 支配人）
橋本誠（アートプロデューサー／一般社団法人ノマドプロダクション 代表理事）

綿江彰禅（一般社団法人芸術と創造 代表理事）
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綿江彰禅
（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

名古屋大学経済学研究科修士、慶應義塾大学文学研究科修士。
2006年より㈱野村総合研究所にてコンサルティングを行い、2016年に独立。
文化政策、産業政策、文化施設運営に関するコンサルティングを専門としている。
文化系担当事業として「社会課題の解決に貢献する文化芸術活動の事例に関する
調査」、「劇場、音楽堂等の特徴的な取組に関する調査」、「専門人材による文化団
体における社会貢献活動調査」、「諸外国の現代美術に関する状況等に係る調査」、
「国際発信力のある現代美術のキュレーター育成のための状況等に係る調査」（以上、
文化庁からの受託）等多数。
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© Platform for Arts and Creativity

1,040人の方が回答。全都道府県からもれなく回答があった。

21~50人

11~20人

6~10人

1~5人

居住都道府県別回収サンプル数

51人~

※「舞台芸術に関係のあ
る仕事を行っている人
」の数のみにて色分け

調査時期 2016年7月~2017年1月

回答方法 Webサイト上で回答

有効回答
サンプル数

1,040

設問数 全56問（含む回答分岐）

周知方法

・Explatの公式Webサイト・
Facebook・Twitterでの
周知
・全国公立文化施設への
案内状郵送での周知
・全国公立文化施設協会
メーリングリストでの周知

調査概要

あり

86%

（844人）

なし

14%

働いている

94%

(980人)

主婦・主夫・家事手伝い・

無職・学生

6%

舞台芸術に関係のある仕事を行っている方は844人。
以降、これらの人々を対象に分析を行っている。

舞台芸術との関係の有無職務状況

（n=1,040） （n=980）
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68%

51%

41%

40%

39%

36%

34%

32%

30%

27%

17%

14%

12%

8%

4%

公演事業の企画・実施に関する業務

広報・宣伝に関する業務

チケットの販売・管理に関する業務

受付・案内に関する業務

教育普及事業の企画・実施に関する業務

補助金・助成金の申請・管理に関する業務

施設利用（貸館）に関する業務

組織運営・管理

総務・経理・人事に関する業務

舞台技術に関する業務

寄付金・協賛金の獲得・管理に関する業務

実演

会員組織の管理に関する業務

補助金・助成金の交付・管理に関する業務

その他

公演事業の企画・実施、広報・宣伝、チケット販売・管理、
受付・案内、教育普及などを担当している方が多く含まれている。

担当している業務
（n=844）

男性

44%
女性

56%

20代以下

20%

30代

36%

40代

25%

50代

14%

60代

以上

4%

やや女性が多く、年代は比較的分散している。

年代性別

（n=844）（n=844）
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特定の組織に雇用されているのは全体の7割。
公的財団、民間企業、地方公共団体などが大半を占める。

39%

31%

12%

9%

2%

2%

1%

1%

1%

2%

主に公的資金により設立された財団法人

民間企業（人材派遣会社を除く）

地方公共団体

NPO・社団法人

主に民間資金により設立された財団法人

国・独立行政法人

民間企業（人材派遣会社）

実行委員会

学校法人

その他

あり

70%

なし

30%

特定の組織による雇用関係

雇用されている組織

（n=844）

（n=592）
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52%

37%

32%

24%

17%

6%

31%

21%

17%

10%

7%

10%

実演団体

文化施設

制作・興行会社

事業の実行委員会

事業型NPO・社団法人

中間支援型NPO・社団法人

実演団体

制作・興行会社

文化施設

事業型NPO・社団法人

中間支援型NPO・社団法人

その他

雇用されていない場合、
実演団体や文化施設からの業務受託を行っている方が多い。

あり

70%

なし

30%

特定の組織による雇用関係

業務の形態（複数回答）

（n=844）

（n=249）

© Platform for Arts and Creativity
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© Platform for Arts and Creativity

事業主の半数以上が何らかの団体の業務を掛け持ちしている。

業務受託(76%) 事業主(53%)

業務受託のみ

42％
事業主のみ

19％
両方

34％

業務受託と事業主の関係

（n=252）

その他4％

あり

47%
なし

53%

あり

70%

なし

30%

雇用関係がある方でも、その約半数は雇用期間の定めがあると
回答。

特定の組織による雇用関係 雇用期間の定めの有無

（n=844） （n=592）
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あり

46%なし

54%
あり

70%

なし

30%

週35時間以上勤務している方でもほぼ同様の傾向（46％）。

特定の組織による雇用関係 雇用期間の定めの有無

（n=511）

うち
週35時間
勤務している方

（n=844）

あり

46%なし

54%

あり

70%

なし

30%

特定の組織による雇用関係 雇用期間の定めの有無

（n=511）

うち
週35時間
勤務している方

（n=844）

※一般的な常雇の有期割合は総務省統計局「平成27年労働力調査」より。

舞台芸術従事者の非正規割合は一般的な常雇の有期割合
（22%）を大きく上回る。

一般的な常雇の
有期割合（22％）
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70%

52%

35%

71%

63%

33%

51%

30%

27%

地方公共団体

公的財団

民間組織

20代

30代

40代・50代

20代

30代

40代・50代

公共財団のほうが民間組織よりも有期比率が高い。
また、20代の割合が突出している（71％）。

雇用されている組織・年代別 雇用期間定めの有無

全国平均
22％

雇
用
さ
れ
て

い
る
組
織

年
代

公
的
財
団

民
間
組
織
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© Platform for Arts and Creativity

公共団体で働いている方の18％、民間で働いている方の39%、
フリーの65%が東京を職務先としている。

特定の組織と雇用関係のある方 特定の組織と
雇用関係の無い方
（≒フリー）
※複数回答
(n=252)

公共団体で
働いている方
(n=301)

民間組織で
働いている方
(n=171)

東京都 18% 39% 65%

神奈川県 10% 10% 15%

愛知県 5% 6% 10%

大阪府 2% 16% 19%

京都府 4% 2% 14%

職務先の都道府県別分布

※公共団体：地方公共団体、国・独立行政法人、主に公的資金により設立された財団法人
民間組織：主に民間資金により設立された財団法人、民間企業、NPO・社団法人

※「特定の組織と雇用関係のある方」のうち、地方公共団体、国・独立行政法人、主に公的資金により設立された財団法人、
主に民間資金により設立された財団法人、民間企業（人材派遣会社を除く）、民間企業（人材派遣会社）と雇用関係の
ある方のみ本設問に回答。（実行委員会、NPO・社団法人、学校法人、その他と雇用関係のある方は回答していない。）

参考）全都道府県の結果

公共 民間 フリー

北海道 3.0% 1.2% 4.4%

青森県 0.3% 0.0% 1.6%

岩手県 1.0% 0.0% 2.0%

宮城県 1.3% 1.2% 4.4%

秋田県 0.3% 0.0% 1.6%

山形県 0.0% 0.0% 0.8%

福島県 4.7% 0.0% 2.4%

茨城県 0.7% 0.0% 2.4%

栃木県 0.0% 0.6% 1.2%

群馬県 0.3% 0.0% 0.8%

埼玉県 2.0% 2.9% 7.5%

千葉県 2.7% 0.6% 3.6%

東京都 17.9% 39.2% 65.5%

神奈川県 9.6% 9.9% 15.5%

新潟県 3.0% 2.3% 3.6%

富山県 2.3% 0.6% 3.6%

公共 民間 フリー

石川県 4.0% 0.0% 2.4%

福井県 0.3% 0.0% 0.4%

山梨県 0.7% 0.0% 0.8%

長野県 1.3% 0.0% 1.2%

岐阜県 1.3% 0.6% 3.2%

静岡県 4.7% 1.2% 8.7%

愛知県 5.0% 6.4% 9.5%

三重県 1.0% 0.0% 4.0%

滋賀県 1.0% 0.6% 2.8%

京都府 4.0% 1.8% 13.9%

大阪府 2.0% 16.4% 19.0%

兵庫県 3.3% 1.8% 9.1%

奈良県 0.7% 0.0% 1.6%

和歌山県 0.0% 0.0% 1.2%

鳥取県 0.7% 0.0% 2.0%

島根県 4.0% 0.0% 2.4%

公共 民間 フリー

岡山県 1.7% 0.0% 2.0%

広島県 2.3% 1.8% 1.6%

山口県 0.3% 0.6% 1.2%

徳島県 1.0% 0.0% 1.6%

香川県 0.3% 0.0% 1.2%

愛媛県 1.0% 0.0% 2.8%

高知県 0.3% 0.0% 0.4%

福岡県 1.3% 0.0% 1.6%

佐賀県 9.0% 5.3% 5.2%

長崎県 0.7% 0.6% 0.8%

熊本県 0.0% 0.6% 2.0%

大分県 1.0% 0.6% 2.8%

宮崎県 0.3% 0.6% 2.0%

鹿児島県 1.0% 0.6% 1.2%

沖縄県 0.0% 1.2% 1.6%
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舞台芸術（週35時間以上）

全職業（週35時間以上）

3%

11%

28%

19%
16%

14%

7%

1.7%
0.5%
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以
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舞台芸術に携わっている方の年収の中央値は200~299万円。

年収分布

（n=844）

※全職業の結果は総務省統計局「平成27年労働力調査」より。

週35時間以上従事している方について、全職業の状況と比較すると
舞台芸術は200~300万円への集積度が高いことがわかる。

年収分布

（n=511）

12



© Platform for Arts and Creativity

【雇用契約の“あり/なし”による年収比較】

雇用契約“あり” のほうが雇用契約“なし”（≒フリー）よりも
平均給与が25%（79万円）高い傾向。

・なし：n=252
・あり：n=592

公的財団に雇用されている方のほうが民間組織よりも
平均年収が28%（95万円）高い傾向。

【 “民間/公共”による年収比較】

・民間組織：n=258
・公的財団：n=230

© Platform for Arts and Creativity
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参考）契約している組織別平均年収

433

353

448

287

377

497

主に公的資金により設立された財団法人

民間企業（人材派遣会社を除く）

地方公共団体

NPO・社団法人

主に民間資金により設立された財団法人

国・独立行政法人

（n=230）

（n=180）

（n=68）

（n=56）

（n=15）

（n=12）

さらに、公的財団に雇用されている方は、期間の
定め“なし”（≒無期）のほうが、定め“あり”（≒有期） よりも
平均給与が4割（144万円）高い傾向。

【公的財団における契約期間の定めの“あり/なし”による年収比較】

・定めあり：n=116
・定めなし：n=114
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（万円） 定めあり 定めなし

（公的財団）
どの世代でも、期間の定め‟なし(≒無期)“の方が年収が高い。

「公的財団における契約期間の定めの“あり/なし”」 ×年代別の平均年収

n=30 n=12 n=45 n=31 n=23 n=46 n=12 n=22
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 年
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  ～
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  年

以上

 年

未満

 ～

 年

  ～

  年

  年

以上

（万円）

（公的財団）
期間の定め‟あり(≒有期)“は勤続年数に応じて年収が増加しづらい

「公的財団における契約期間の定めの“あり/なし”」 ×同一組織の勤続年数別の平均年収

n=70 n=31 n=13 n=2 n=17 n=27 n=29 n=41

245

338

440

557

302

386

562

650

0

100

200

300

400

500

600

700

20代 30代 40代 50代

（万円） 定めあり 定めなし
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東京

その他の都市

地方

319
300 292

0

100

200

300

400

東京 その他

都市

地方

（万円）

地域別の比較では東京が若干他県より高いが大きな差はない。
物価差を勘案すると、地方の方が生活水準が高い可能性。

年収分布年収平均

【雇用契約の“あり”の方の地域別の年収比較】

神奈川、愛知、
大阪、京都、
福岡

・東京：n=99
・その他地方：n=103
・地方：n=125
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11% 11%
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世帯貯蓄額が50万円未満の方は全体の27%。
約半数が200万円未満である。
1,000万以上の方も2割弱存在する。

あわせて49％

世帯貯蓄分布

（n=844）

© Platform for Arts and Creativity
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雇用契約あり

雇用契約なし

雇用契約“なし”（≒フリー）の方はさらに貯蓄が少ない傾向。
約半数が100万円未満である。

世帯貯蓄分布
・あり：n=592
・なし：n=252

未婚

52%

配偶者

あり

44%

離別

3%

配偶者ありの方のうち、配偶者も舞台芸術に従事している割合は30％であった。

全体の44%が配偶者あり。

婚姻状況

（n=844）
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13%

49%

74%
79%

7%

34%

43%

52%
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80%

90%

20代 30代 40代 50代 20代 30代 40代 50代

男性のほうが有配偶率が高い傾向。

男性 女性

n=48 n=108 n=111 n=73 n=122 n=195 n=102 n=48

年代別有配偶率

13%

49%

74%
79%

7%

34%

43%

52%

15%

54%
64%

72%

22%

64%
71%

75%

0%
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40%

50%
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70%

80%

90%

20代 30代 40代 50代 20代 30代 40代 50代

舞台芸術 全国平均

※全国平均の有配偶率は総務省統計局「平成27年度国勢調査」より。

女性の率は全国平均を大きく下回る。女性が「結婚しずらい」、「結
婚しても辞めざるを得ない」状況にあると考えられる。

男性 女性

性年代別有配偶率

n=48 n=108 n=111 n=73 n=122 n=195 n=102 n=48
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子供がいる

51%子供はいないが、

いつかは欲しい

28%

子供はおらず、特に持ち

たいとは思わない

13%

子供がいる

74%

子供はいないが、

いつかは欲しい

13%

子供はおらず、特に持ち

たいとは思わない

12%

子供がいる

51%子供はいないが、

いつかは欲しい

27%

子供はおらず、特に持ち

たいとは思わない

13%

配偶者ありの男性では74％、女性では51％が子どもをもつ。

【子どもの有無・希望】

配偶者あり女性配偶者あり男性

（n=227） （n=146）

4%

31%

61%
66%

1%

17%
21%

35%
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60%

70%

20代 30代 40代 50代 20代 30代 40代 50代

有子率も男女で大きな差が存在する。

男性 女性

性年代別有子率

n=48 n=108 n=111 n=73 n=122 n=195 n=102 n=48
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（万円）

自身の年収と配偶者の年収の相関は見られない。
自身の年収が300万円未満の方は配偶者のほうが年収が高い傾
向。1,000万円以上は夫婦とも高所得である。

自身の年収区分別 配偶者の年収分布

自身の年収

配
偶
者
の
年
収

（n=347）
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週60h以上の過剰労働を行っている割合は14%。

労働時間 ※月間での回答を、月4週、週5日として集計。

（n=592）
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実際の労働時間

全国平均（常雇）

※常雇の労働時間は総務省統計局「平成27年労働力調査」より。

週60h以上の過剰労働を行っている割合は14%。
全国平均と比較しても労働時間が長いことがわかる。

労働時間 ※月間での回答を、月4週、週5日として集計。

（n=592）
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十分に行われて

いる

30%

十分とはいえないが、
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30%

行われていない

37%

十分に行われて

いる

56%

十分とはいえないが、

行われている

32%

行われていない

11%

公的財団では41％が、民間組織では67％が
割増賃金の支払いが行われていないか、十分に行われていない。

【割増賃金の支払】

民間組織で働いている方公的財団で働いている方

（n=258）（n=230）

73%

70%

65%

53%

42%

39%

39%

37%

29%

29%

27%

19%

10%

10%

13%

23%

33%

32%

37%

23%

36%

50%

40%

40%

業務の興味・関心

業務の社会的意義

業務を通した成長実感

職場の人間関係

オフィスの環境

休日・休暇の日数

雇用の安定性

上長による評価の適切さ

業務時間の長さ

報酬の額

業務の量

キャリアパスの見通し

満足＋やや満足 どちらかとも言えない やや不満＋不満

業務への興味・感心、社会的意義、成長実感などは高い一方で、
業務時間の長さ、報酬の額、業務の量、キャリアパスの見通しなど
では不満が満足を上回っている。

各種事項への満足度 （n=844）
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公共団体で働く有期の方は雇用の安定性と報酬の額が不満。
民間で働く方や雇用契約なしの方も報酬の額が不満。

雇用契約あり

雇用契約なし公的財団で働いている方 民間組織で
働いている方雇用期間の定め“あり” 雇用期間の定め“なし”

雇用の安定性 51% 業務の量 31% 報酬の額 57% 報酬の額 62%

報酬の額 48%
キャリアパスの
見通し

28%
キャリアパスの
見通し

45% 業務の量 42%

キャリアパスの
見通し

47% オフィスの環境 26% 業務の量 40%
業務時間の
長さ

42%

業務の量 45%
業務時間の
長さ

22% 雇用の安定性 40%
休日・休暇の
日数

42%

業務時間の
長さ

39% 報酬の額 21%
休日・休暇の
日数

38%
キャリアパスの
見通し

38%

各種事項への満足度（やや不満＋不満の合計）

期間の定めの

ない雇用契約

を望む

51%
現状の雇用

契約を望む

28%

その他・わからな

い・判断できない

22%

期間の定めの

ない雇用契約

を望む

39%

現状の雇用

契約を望む

27%

その他・わからな

い・判断できない

35%

公共団体で働いている雇用期間の定め“あり”の方の半数は、
期間の定めのない雇用契約を望んでいる。

【現在雇用契約を結んでいる団体・組織との今後の契約に関する希望】

民間組織で働いている方公的財団で働いている方

（n=98）（n=116）
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期間の
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今すぐに変えたい 1年以内に変えたい 2～3年以内に変えたい

公共財団・民間組織で働いている雇用期間の定め“あり”の人の
半数は3年以内に職務先を変えたいと考えている。

22％

47％

34％

51％

民
間
組
織

公
的
財
団

職務先変更の希望

合計

（n=114）

（n=116）

(n=160)

(n=98)

9%

72%

38%

36%

6%

3%

12%

63%

23%

30%

13%

3%

0% 25% 50% 75%

現在従事している団体・組織

の異なる部署への異動

現在従事している団体・組織とは

異なる舞台芸術団体・組織への転職

現在従事している業界（舞台芸術）とは

異なる業界の団体・組織への転職

現在従事している業界（舞台芸術）における

事業主化（独立・開業、フリーランスなど）

現在従事している業界（舞台芸術）とは異なる

業界における事業主化（独立・開業、フリーランスなど）

その他

公的財団（n=64） 民間組織（n=60）

期間の定めがある方では、異なる舞台芸術団体・組織への転職
（6~7割）や、異なる業界への転職（2~3割）を志向している。

職務先変更の方法

異
動

転
職

事
業
主
化
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23％

44％

（n=76）

（n=95）

 一般と比較すると必ずしも舞台芸術関係者の所得が低いわけではない。

 しかし、労働時間は長く、また残業代も十分に支払われていないため、
時間あたりの単価が低い方が多く不満足感が高い。

 若い世代（20代・30代）の非正規の状況は一般と比較しても深刻である。

 彼らは雇用の安定性に不安を抱き、また無期契約化を望んでもいる。

 転職希望の割合は高く、基本的には業界内での転職を希望しているが、
少なくない割合の方々は業界外の転職も視野に入れている。

 本業界における女性の従事者は多いと考えられるが、婚姻率や有子率は一般よりも低く、
様々な状況にある方々が働ける状況にはないと推察される。

 これらの条件を放置していった場合、他の業界と比較して人材の質が劣後する可能性が
高く、各事業の芸術的質の向上や公共で掲げられる各種政策の目標の達成は今以上
に難しくなっていく。

本分析から得られる主な示唆
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京都
日時：2016年11月28日（月）

19：00～
会場：アトリエ劇研

登壇者数／6名
参加者数／25名 合計31名

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
あごうさとし（劇作家・演出家／アトリエ劇研ディレクター）
蔭山陽太（ロームシアター京都支配人兼エグゼクティブ・ディレクター）
五島朋子（鳥取大学地域学部附属芸術文化センター 教授）
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共催：アトリエ劇研

あごうさとし 劇作家・演出家・アトリエ劇研ディレクター
1976年生まれ。バブル時代を香港で過ごす。「複製技術の演劇」を主題にデジタルデバイスや特殊メイクを使用した演劇作品を
制作する。2014年9月よりアトリエ劇研ディレクター就任。2014−2015年、文化庁新進芸術家海外研修制度研修員として、
パリに3ヶ月滞在する。代表作に「total eclipse」（横浜美術館・国立国際美術館 2010）「複製技術の演劇—パサージュ
Ⅲ−」（こまばアゴラ劇場・enoco・アトリエ劇研 2013−2014）等がある。
日本演出者協会主催「若手演出家コンクール2007」最優秀賞受賞。2010年度京都市芸術文化特別制度奨励者。利賀
演劇人コンクール2012」奨励賞受賞。2013-2014公益財団セゾン文化財団ジュニア・フェロー。神戸芸術工科大学非常勤
講師

五島朋子 鳥取大学地域学部附属芸術文化センター教授
長崎県生まれ。大学卒業後、10年間の社会人生活を経て、九州芸術工科大学(現九州大学)大学院博士後期課程芸術
工学研究科に進学、2001年満期退学。2005年鳥取大学地域学部に専任講師として着任。専門はアートマネジメント。老
朽化した市民会館の活性化事業や、劇団制作等に携わった経験を踏まえ、現在は、地域における劇場の役割の多様性，社
会的な課題に積極的に取り組む劇場や演劇活動に関する調査研究を行っている。

蔭山陽太 ロームシアター京都支配人兼エグゼクティブ・ディレクター
90年～96年、株式会社俳優座劇場 劇場部。96年～2006年、文学座 演劇制作部、同企画事業部 部長。2006年～
2010年、「まつもと市民芸術館」プロデューサー兼支配人。2010年～2013年、「KAAT 神奈川芸術劇場」支配人。2013年
8月より「ロームシアター京都」（2016年1月10日リニューアルオープン）支配人 兼 エクゼクティブディレクターに就任。98年、文
化庁在外研修員（ロンドン）。
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京都での議論

■若手のマネジメント人材が地方も含めて業界全体を流動しながら、キャリアパスを描けるか。
≒キャリアパスの見通しの悪さをどう改善できるか

• 過去に実施した「2011年度 全国公立文化施設職員キャリアパス実態調査集計結果」と今回の結果で同じ傾向が出た
部分も多い。例えば、「仕事に情熱があるが、先の展望が見えない」ということ。また2011年の調査では技術職はキャリア
パスがある傾向が浮かび上がったが、制作者のキャリアパスは見えにくいということが分かった。＜五島＞

• 大都市と地方のキャリアについて。専門的な人材が、地方にはいない。大都市は専門性に合わせた仕事場所に人が集ま
るが、地方の場合、文化施設の役割が総合的なものになる。実は地方の文化施設には地域を変えるようなポテンシャル
があるのに、そこに専門的人材がいない。＜五島＞

• 文化施設の中に専門家が必要だという意識を自治体が持つためには、専門家がそこに行って成果を出す事例を作っていく
必要がある。専門人材を入れると実際に何ができるかを、示す根拠作りになる。＜五島＞

• 地域で文化芸術を考えようとすると、地域の政策に関わることになる。それは間接的に国策とも関わってくることになる。
＜蔭山＞

• （指定管理者制度が有期雇用の原因かという質問に対して）自分の関わった、これまでの公立劇場での雇用状況につ
いて考えても全国の指定管理者制度は一律ではない。＜蔭山＞

• 東京等から地方に行くことについて。職場を動くことを前提に、働いたことがキャリアパスになる劇場は、全国で20から30館く
らい。もし、戻ってくると意識しなければ、その地域を変えていくパイオニアになることもできる。＜蔭山＞

• 若手の人材は、現在住んでいる場所以外に雇用があったとしても、そこに就職した後で戻ってこれるのかと考える。ライフイ
ベント（結婚・出産・子育て）とも大きく関わる。そうなると仕事ではなく生活全体も包括的に考える必要があり、なかなか
決断には勇気がいる。＜植松＞

■長時間労働をどうやったら減らせるか≒創造現場との関係性

• 小さなスペースを維持するのにも結構な苦労、労力がかかる。長時間労働をどう減らすか。業務（サービス・事業）を減ら
すか、人を増やすかしかない。現場のスペックでお金を生み出すのは考えづらいし、着手できる人が居ない。新規のビジネス
モデルを考え、組織することが必要になる。＜あごう＞

• 創造現場は他のセクションもいる。そもそも稽古が労働なのか？賃金が発生する稽古場はどうやって成立させられるのか。
そうして考えていく結果、「現場にはプロ意識をもって集まるが、賃金は発生しない、もしくは委託で込み込み」ということに
なっていく。根本的なところから考え直して環境整備しなければ、100年経っても同じところにいるのではないだろうか。
＜あごう＞

• 長時間労働、ブラックということをどう判定するか。経営者がそれを理解しているか。組織のトップが専門家ではなく現場の
仕事を理解していないというのが、現場の阻害要因になることも。年間で忙しさの山がある。それを理解せずに1日ごとの労
働時間のみで判断し、ノー残業が押し付けられるとかえって現場が大変になる。＜蔭山＞

• 作品を創っているから長時間労働になるのは仕方がないというのはあまり理由にならない。他の職業の人も、自分が仕事
で作り上げたものは「作品」だと思っている。商品企画であったり、プレゼン資料であったり。組織で働いている人は、それを
「限られた時間で最大限のクオリティを出す」というルールの中で働いている。前にいた会社も残業が徐々に制限されるよう
になっていったが、限られた時間のなかでパフォーマンスを出すのがプロだという意識に社員が変わっていった。＜綿江＞

• 組織に所属している場合、限られた時間の中で結果を出すのがプロフェッショナルであるという意識を若いうちから持っておか
ないと、自分が成長してマネージャーになる際に、部下に長時間労働を強いてしまうということになりかねない。＜綿江＞
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京都での議論（２）

■現場で働くマネジメント専門人材の職業としての「意識」について

• そもそも「労働」と考えられている人がどのくらいいるか。「労働環境」のアンケートに答えられない人が多いのでは＜参加者＞

• 2011年の調査で印象的だったのは、指定管理と直営で、職員の意識が違う。直営は職場環境への満足は高いが、仕事
へのモチベーションが低い、指定管理はその逆。＜五島＞

• そもそも地方では、業界の意識を変えていく以前に、業界として認識されてこなかったのでは。まずは業界意識を地方の文
化施設で作っていくべきではないだろうか。＜五島＞

• 組織の中で働くということは限られた労働時間で成果を出すこと。時間にとらわれない職人的な働き方をしたい人は、フリーラ
ンスという選択のほうが良いのかもしれない。＜綿江＞

■現場にいかに「経営感覚」を取り込めるか

• 今回の調査の結果、業務への興味関心や、社会的意義、成長実感の満足度が高い一方、業務時間や報酬、業務量の
不満が高いということが分かった。つまり自分で何とかできる部分はみんな何とか折り合いをつけているが、組織や経営の部
分で不満が高い。組織の場合、トップ層にいかに経営のプロを入れるかが課題なのでは。＜植松＞

• アートマネジメントは「アート」と「マネジメント」の合体であるが、この「マネジメント」つまり経営感覚を持った人材が非常に少な
い。また学ぶ機会もないのでは＜参加者＞

■会場の質問より

• （質問：創造と労働の折り合いのつけ方という問題について、ヨーロッパでは厳格に労働時間が決まっている印象。ほかに
海外での取り組み事例があれば知りたい。）

例えば米リージョナルシアターでは、非営利の地域演劇という「業界」としての存在が大きい。業界意識、専門性グルー
プを明確化していく必要があるのでは<五島＞

• （質問：キャリア形成について、クリエイティブ業界はどこも同じような問題を抱えていると思うが、例えばコンサルタント業界
のキャリアパスと比べると、どういう違いがあると思うか？）

キャリパスは人が作るものではなく自分で作るものなのだと思う。前職の職場では、上司と自分のキャリアプランを議論す
る時間が仕組みとして与えられていた。業界でどうサバイブするかを常に考える習慣を持つことが当たり前の業界だった。
＜綿江＞

29



札幌
日時：2016年 12月 4日（日）

17：30～19：30
会場：北海道教育大学

札幌駅前サテライト 教室１

登壇者数／5名
参加者数／16名 合計21名

＜進行＞労働環境実態調査2016につ
いて
• 「舞台芸術に関わるマネジメント専門

人材の労働環境実態調査2016」ア
ンケート結果報告

プレゼンター：綿江
彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表
理事）

• 休憩・アンケート回収

• 「舞台芸術のアートマネジメント専門
人材の人材育成と労働環境を考える
シンポジウム」

ファシリテーター：植
松侑子（特定非営利活動法人Explat
理事長）

パネリスト：
あごうさとし（劇作

家・演出家／アトリエ劇研ディレクター）
蔭山陽太（ロームシ

アター京都支配人兼エグゼクティブ・ディレ
クター）

五島朋子（鳥取大
学地域学部附属芸術文化センター 教
授）

綿江彰禅（一般社
団法人 芸術と創造 代表理事）

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
片山泰輔（静岡文化芸術大学 文化政策学部 芸術文化学科 教授／大学院文化政策研究科長）
小室明子（演劇制作会社 ラボチ）
閔鎭京（北海道教育大学岩見沢校 芸術・スポーツビジネス専攻 芸術文化政策研究室 准教授）
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共催：北海道教育大学

片山泰輔（静岡文化芸術大学文化政策学部芸術文化学科教授／大学院文化政策研究科長）
慶應義塾大学経済学部卒業、東京大学大学院経済学研究科修士課程修了、同博士後期課程単位取得満期退学。専
門は財政・公共経済、芸術文化政策。公職として日本文化政策学会 副会長、日本アートマネジメント学会運営委員・編集
委員長、公益財団法人東京交響楽団 評議員、一般社団法人浜松創造都市協議会代表理事、文化審議会委員等。
1995年、芸術支援の経済学的根拠に関する研究で日本経済政策学会賞、2007年、著書『アメリカの芸術文化政策』で日
本公共政策学会賞(著作賞)受賞。共編著に『アーツ・マネジメント概論 三訂版』(水曜社、2009年)、共著書に『指定管理
者は今どうなっているか』（水曜社、2007年）等。

小室明子（演劇制作会社 ラボチ）
大学時代より演劇を始める。大学卒業後は編集プロダクションに勤めたりフリーランスのライターなどをしながら演劇に関わる。
2001年～2006年まで東京在住。ライター・エディター業で生計を立てつつ、劇団の制作に従事。2007年帰札。札幌の某劇
場のスタッフとして勤務し、札幌演劇の活性化、演劇人の実力の向上を願い、他地域の劇団などとの交流企画や演劇祭、プロ
デュース公演、在札劇団の道外公演の制作支援などを行ってきたが、2013年度末にやむなく退社。その後フリーランスの制作者
として活動。劇団制作、プロデュース公演、ワークショップ企画等を行っている。

閔鎭京（北海道教育大学岩見沢校芸術・スポーツビジネス専攻 芸術文化政策研究室 准教授）
韓国ソウル生まれ。韓国国立オペラ団で演出助手を経て、2000 年来日し文化庁の海外招聘研修生として東京室内歌劇場
でオペラ制作を担当。東京藝術大学大学院博士後期課程応用音楽学専攻修了（学術博士）。専門は日韓文化政策、舞
台芸術マネジメント。
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札幌での議論

■指定管理者制度の導入について

• 指定管理者制度や入札制度等による行き過ぎた経費削減が、人件費下落の原因を招いているのではないだろうか<参
加者>

• 本来の指定管理者制度は、公立文化施設の設置目的を効果的に達成するために制度を導入できるという規定。しかし
経費の削減を目的としているところが８割程度あり、誤用されている。劇場法では劇場のミッションが明確に強調されてい
る。地域住民が、劇場が公益的な存在だと気づく状況が生まれれば、設置目的を効果的に達成するための運用が

• なされるように向い得るが、なかなかスムーズには実現していない。実現の動きを加速させるため、11月の文化審議会での
緊急提言などで強調している<片山>

• アートマネジメント人材は、大学教員や医師と同じように高度で専門的な仕事をしている。しかし自治体系の財団は、専
門家集団として組織が作られたのではなく、自治体職員の受け皿となっている。報酬面でも、公務員の７掛けなどが定着
しているところも多い。行政の外郭団体として安定しているから働いている、という人がいるのも実態。いかにプロ集団に変え
るかが重要<片山>

• 地域版アーツカウンシルを推進する流れの中で、自治体が作る指定管理者への仕様書の作成にアーツカウンシルが関わる
ことも期待したい<片山>

■アートマネジメント専門人材の役割変化と人材育成

• 劇場法によりある程度の方向性が示され、求められる人材像が明らかになりはじめていると思うが、社会環境の変化により
求められる人材がまた変化するかもしれないと感じている。その場合、人材育成という時間のかかる活動を社会の変化の
中で達成する際に、異業種から学べることが多いのではないか。<参加者>

• 求められる人材像の変化という点でいえば、札幌の民間団体の傾向でも、以前は事務的な部分を担う人として制作者を
扱っていたが、現在はお金になることを求められることがより強くなった。急にファンドレイズを制作者に求めても、そのための準
備もできていない中で、いきなり対応するのは無理ですよ、と感じる部分もある<小室>

• 過去を振り返ると、日本芸術文化振興会、企業メセナ協議会などができた90年代は、建てられた文化施設をどう運営す
るか、助成金獲得のためのハウツーといった面が語られたが、その後アートマネジメント人材には、公演単体ではなく、継続
する機関の運営という部分がより強く求められるようになった。社会にどう貢献し、支えてもらうのかといった、経営にかかわる
部分を、館長以外も求められているようになっている。やりたいことをやらせてもらえる環境が降ってくる時代ではない。組織
のミッションを意識して、動かしていく人が求められる<片山>

• 2006年に札幌に初めて来た時、舞台芸術団体のメンバーがみんなノルマを背負っていて、ギャラも払われていないことに
びっくりした。アーティストがマネジメントと分離していない。集客、マーケティングができるようになるためにはマネジメントを専
門職化することが大切だ。ただし、アーティスト側とマネジメント側のお互いの認識違いが生まれないように、注意が必要。
アーティスト側は、マネジメント側に口出されることを是とせず「手足になってくれれば」という認識に立つことも少なからずある
<閔>

• 以前はマーケティングを重点的に教えていたが、最近はそもそもアートがなぜ社会に必要なのか（アートの存在意義）に着
目している。その目を獲得するのには、時間かかる。また、現場感覚を専門教育に入れていくことは重要。でないと、机上だ
けの独りよがりになってしまう<閔>

■アートマネジメントを学ぶ学生はなぜ就職先として舞台芸術業界を選ばないのか

• アートに関わりたいと思って入学してきた学生たちも、３年目の終わりくらいで就活をすると、現実が分かりはじめ、就職先と
しては文化財団等を選ばなくなる。特に優秀な学生ほど、いい企業の内定が取れるので劇場などには就職しなくなる。また、
学生時代に現場経験を得た人も、現場の状態を知っているからこそ行かなくなることも<片山>
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札幌での議論（２）

• 現在の公立の文化財団や劇場・ホールでの採用は欠員補充が中心になっており、学生が卒業する年の秋ごろにようやく
募集が出ることも多く、その時には優秀な人材はとっくに就職先が決まっている。学生が就職活動を始める段階で、いかに
大手企業と競合し優秀な人材確保を行っていけるかが舞台芸術業界の未来には重要。また、学生の志向性の変化にも
意識が必要。昔は「好きだからやってみます」と、とりあえずこの業界に入ってくる人材もいたが、今は職業としての安定性な
どが確保されていないと選択肢に入らないとインターンシップへの応募状況を見ていても感じる。現場も認識を変えないと。
<植松>

• 学生は将来への不安があるので、芸術に全て注ぐということがない傾向。距離感の取り方が以前はと違う。もちろん、なりた
いという意思が強く、何が何でも芸術業界に入るという学生もいる。ただ、親のことをすごく気にしている学生が多く、まずは
民間企業を受ける。財団の募集時期を変えない限り、優秀な人材は取られてしまう<閔>

■他業種から入ってくる人材をいかに確保できるか？

• 転職してこの業界に入るための入り口も現状では十分に整備されていないと感じる。特に経営陣の人事では「村長は村人
から選ぶ」という意識が働きやすく、他業種の人が経営に入りづらい面もあるのでは。「最初に入りづらい<新卒の扉>」「途
中で入りにくい<中途採用の扉>」という２つの扉の両方の開かれてなさに問題がある。良い人材がつねに入ってきて、中
にいる人材が切磋琢磨して育つ環境にしなくては<植松>

• 異業種から参入してくる人は重要。大手の企業等できちっとしたマネジメントを行っていた人が芸術団体に入り、改革して
いった例をいくつも見ている。やろうとすればやれる。<片山>

• 劇場・音楽堂におけるマネジメント職の仕事の範囲はどんどん拡大している。館を取り巻く、ステークホルダーのマネジメント
まで求められている。例えば、芸術への理解だけではスキルとして不足しているかもしれない。業界の人がアートマネジメント
を学ぶことも重要だが、同時に、マネジメント能力や専門的なスキルが高い人が他業界からも入ってもらうことも重要である。
いかに多様な人材を、どう業界の中に呼び込むか。<綿江>

• アートマネジメント系の学生は、卒業後は業界外のところで就職し、スキルを付けて業界に戻ってくるのも良いと思う
<綿江>

• 行政でも人事異動でいきなり全く門外漢な人が担当になると現場が抵抗感を持つように、民間から来る人にも「この業界
の人ではないから」と同じようなことが起きるかもしれない。どう現場が他業界からも学ぶという意識を開いていけるかも重要
な点ではないか。<植松>

■舞台芸術業界で取り組むべき働き方改革

• 相当真剣にならないと。人件費単価を上げるためにも、労働生産性を上げることにも、真剣に取り組む必要がある
<片山>

• 統計結果からも長時間労働の傾向が強いことがわかった。労働時間を抑え、ある程度の時間的制約の中でパフォーマンス
を出すことが必要。他の業界も、残業が当たり前という価値観からの転換が行われている。「労働環境がちゃんとしていない
と、ちゃんとした組織ではない」と評価されるようになってきている。例えば政府の委託事業に入札する際には、ワークライフバ
ランスが守られているかが評価の対象になる。舞台芸術の世界においてもある程度、強制的なルールも必要ではないかと
思う。<綿江>

• 日本でもオーケストラ団体はユニオンを持っているし、海外は職種ごとにユニオンがある。アメリカのアートマネジメントでは、労
使関係をどうするかが重要テーマとなっている<片山>

• 民間・公共を問わず、その人の裁量でしかできない仕事が大半占めており、ノウハウ引き継ぎの課題がある。いかに仕事を
体系化するか、言葉にするかが重要<小室>

• 底上げのためには給与制度の改革も必要。良いパフォーマンスを出す人には給料を厚く、パフォーマンスが出せない人には
シビアに対応する必要も。良いパフォーマンスを出せる人が沢山出てくることでて、組織として目指すところが分かる<片山>

• 底にいる人材はそもそもやる気がないのか、やる気はあってなんとかそこからステップアップしたいのかを見極め、その人の潜在
能力いかに見つけるかが重要<閔> 
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福岡
日時：2016年12月14日（水）

18：00～20：00
会場：福岡県立ももち文化センター

特別会議室

登壇者数／5名
参加者数／31名 合計36名

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
糸山裕子（福岡県立ももち文化センター館長、特定非営利活動法人アートマネージメントセンター福岡 代表理事）
大澤寅雄（ニッセイ基礎研究所 芸術文化プロジェクト室 准主任研究員／文化生態観察）
山口祥平（大分県立芸術文化短期大学講師／一般社団法人CIAN理事）
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共同主催：福岡県立ももち文化センター
共催：福岡県、アートマネージメントセンター福岡

糸山裕子
（福岡県立ももち文化センター館長、特定非営利活動法人アートマネージメントセンター福岡代表理事）
高校時代から演劇を始め、卒業後旧日本長期信用銀行入行。その後東京演劇アンサンブル養成所、演劇実験室◎万有引
力を経て帰福。子育て中の1994年舞台技術者の会社㈱ステージクルー・ネットワーク起業に関わる。2001年頃から地元舞台
人支援開始。2004年NPO設立。2006年開始の福岡演劇フェスティバルの事務局長をしながら、福岡を中心に九州内の地元
舞台人支援の活動を続ける。2010年より『指輪ホテル』（東京）制作。2011年よりホームレスの為の就労自立支援への舞台
芸術からのアプローチ事業を開始。2015年4月より福岡県立ももち文化センター館長（指定管理者：JTB九州・ファビルス共
同事業体）。

大澤寅雄（ニッセイ基礎研究所芸術文化プロジェクト室 准主任研究員／文化生態観察）
1970年生まれ。（株）ニッセイ基礎研究所芸術文化プロジェクト室准主任研究員、九州大学ソーシャルアートラボ・アドバイ
ザー、NPO法人アートNPOリンク理事、NPO法人STスポット横浜監事。慶應義塾大学卒業後、劇場コンサルタントとして公共
ホール・劇場の管理運営計画や開館準備業務に携わる。2003年文化庁新進芸術家海外留学制度により、アメリカ・シアトル
近郊で劇場運営の研修を行う。帰国後、NPO法人STスポット横浜の理事および事務局長、東京大学文化資源学公開講座
「市民社会再生」運営委員を経て現職。

山口祥平（大分県立芸術文化短期大学講師／一般社団法人CIAN理事）
千葉大学大学院社会文化科学研究科博士課程単位取得退学。東京芸術大学非常勤講師、首都大学東京助教を経て、
現職に至る。研究活動の傍ら、美術家・川俣正のアートプロジェクト運営や大地の芸術祭2015十日町中心市街地のプロジェク
ト・ディレクター業務に従事する。主なプロジェクトは川俣正《東京インプログレス》（2010-2014）、wah-document《森に汽
車を走らせる》（2010）、目《憶測の成立》（2015）、淺井裕介《チョマノモリ》（2015）、深澤孝史《越後妻有民俗泊物
館》（2015）、佐藤悠《御噺屋》（2015）など。
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福岡での議論

■資格制度と専門性について

• 同じ劇場の中で働いているスタッフの中でも、制作者の職業・職能についての意識が共有されていないと感じることがある<
参加者>

• 美術分野には学芸員の資格制度はあるが、資格で求められる内容と、実際の仕事で求められるものとの間にはギャップが
ある。必ずしも資格制度自体は否定されるものではないが、舞台芸術業界に必要かどうかは、もっと議論した方が良いだろ
う。特に基礎的なスキルなどは、詳細な設定をされることが大事だと思う。<山口>

• 日本ではマーケティングやファンドレイジング、プロデュース、PRなどの仕事を一人がやることが多いが、アメリカのリージョナル・
シアターの場合、これらが細分化した職能として業界で共有されている。職能ごとに専門家がおり、個々の仕事がその専門
家たちの間を流れていっているイメージ。劇場専門の求人転職情報誌もあり、そこでは職種別に求人情報が掲載されてい
る。<大澤>

• 個人的には資格を作ることはあまり意味がないとは思っているものの、公務員など日本の給与体系では、資格に対して手
当が出る制度設計になっているので、その点では少し意味があるのかもしれない。職員の非正規化は進んでいるが、日本
では職能に対して給与を払うということが浸透しない。「これができるから、いくら」という交渉が難しい。<綿江>

■業界間の流動性について

• 過去に銀行で仕事をしたことで、大きな組織の人が何を求めているのかを察する力や、マネジメントとして人を見ていく力が
ついたと感じている。他の業界の人がもっとこの業界に入ってこないかと思っているのだが、長時間労働などが阻害要因と
なっている<糸山>

• 舞台芸術業界で働きたい新卒の学生に向けたインターン制度が徐々に普及しているが、一度、他業界で働いた人が業
界に入ってくる窓口がない。<綿江>

• 仕事が細かく分類されていくほど、一つの組織内での研修では教えづらくなる。そのため業界を超え、スキル別で繋がっていく
ことが今後考えられるのではないだろうか。舞台芸術業界の中だけを見ると、キャリアチェンジの選択肢は非常に小さい。し
かし、舞台芸術に限らず、例えば美術や教育や他業界などにも範囲を広げ「ある職能のプロフェッショナル」といった仕事の
組み立て方ができると、その専門性も深まり、ゆくゆくはお金もついてくるのでは<植松>

■雇用形態と労働時間、キャリアプランについて

• これまで日本の企業では、正職員の雇用を前提としていたので、景気が良い時には残業をし、不景気時にはその分の時
間をカットするような形で調整をしてきた。そのことが残業の正当性にもつながっていた。しかし、現在のように非正規職員の
雇用が増えてくると、そのような団体での残業の正当性はなくなってくる。働く側は色々な知識・背景など理論武装したうえ
で、しっかりと主張すべきである。<綿江>

• 収入が限られる中で何を優先すべきか。自団体では人を雇うとき、できるだけ長く勤めてもらうために正社員雇用を主とし、
社会保険を付けることを優先してきた<糸山>

• スタッフがモチベーションを継続していくために、スタッフとは年１回、将来どうしたいか、どういう人生プランを持っているかといっ
たキャリアプランについての個人面談を行っている。その中で、例えば子育てと仕事を両立したいといった希望があれば、仕
事を分割しやすく、在宅でもできる経理の仕事を覚えてもらうなど、少しずつ階段を踏んでもらうような提案をしている。逆に
上司である自分が描いているキャリアプランも話して、将来のビジョンを共有できるようにしている<糸山>
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福岡での議論（２）

■長時間労働の改善について

• アート・プロジェクトは近年急速に拡散している事業であり、運営組織のあり方も含め事業スキルやノウハウの蓄積がまだ進
んでいない。それゆえに、若くてやる気のあるボランティアや学生が参入してきても、非効率な業務に押しつぶされて燃え尽
きてしまうことが課題である。各事業団体において、業務効率を高めるために業務の内容や条件や時間を改善し続けてい
くことが大事ではないか。雇用者側も労働者側もお互いに不平不満を言い合うのではなく、両者協力しながら業務改善に
ついて協議し、不要不急の会議や移動を減らし、所得を下げずに休日を増やす議論が必要ではないか。<山口>

• 行政組織と一緒に仕事をするときには、こちらが業務の効率化をしたくても、行政側の既存のルールを尊重しなくてはなら
ならず、非効率なアナログ方式に合わせざるを得ないこともある。経費精算なども今はいろんなシステムがあるにも関わらず、
いまだに「紙」でやっている組織もある。<植松>

• 一般企業と協働する場合も業務プロセスが非効率的になってしまうことはある。ただ「この館のミッションはこれだから、これを
やるためのお金をどう作るか」といった感覚は一般企業の人の方が強く持っており、話がしやすい気がする。<糸山>

• 労働時間を改善していくためには、トップの意識が大事。民間企業でも「残業が当たり前」だった風潮から「規定された時
間で働くことが仕事という」考え方に、トップダウンで変えていった部分が大きい。<綿江>

• 政府の委託事業の入札では、ワークライフバランスなど「法人としてクリーンであること」で加点される。例えば文化庁の各種
補助金の評価でもそのような視点を盛り込んではどうかと思う。行政にルール付けをしてもらうことが、現場がそのような意識
づけをしていくための一歩となる。<綿江>

• 舞台芸術に関する業務改善事例案集を作って、コスト・時間がどのように削減できたかを示していってはどうだろうか
<山口>

■トップ層の意識改革と男女格差の是正

• 劇場・音楽堂に社会包摂の役割が求められるようになってきている。ある意味、劇場・音楽堂そのものが、多様かつ一般の
人々と同じような環境にある人が十分に働ける職場であることが、その前提にもなる。<綿江>

• 今回の調査では、女性と男性の配偶者率差の深刻さが明確になった。また全国公立文化施設協会が実施した「劇場、
音楽堂等の活動状況に関する調査研究」からは、各組織における事業担当の平均人数は女性の方がやや多いのに対し、
館長や芸術面の責任者は圧倒的に男性が多いということが明らかになっている。舞台芸術人材の労働環境問題が切実
な問題だということを訴えていくためにも、もっと怒って良いと思う<大澤>

• 人材育成では、現場の人たちをいかに教育するかという話になりがちだが、トップ層の意識が変わるところからスタートするべ
き。しかしトップ層では人の流動化が起こらず、トップにいる人がなかなか変わらない<参加者>

• トップ層の女性の数を大きく増やした方が良い。女性の場合、家族や近所付き合いなどの関係の中で、仕事をしていること
を主張しづらく、理解してもらえないことがある。そのような中で働き方を改善するためには、子育ての大変さや、残業をどう
減らすかといったことを普通に考えられる人がトップにいて、上層部を教育していく必要がある<糸山>

■その他

• 美術はオリ・パラ2020の影響で事業規模を拡大させているが、予算の原資をほぼ公的資金に依存している。2020年以
降はロンドンオリンピック後と同様に財政が苦しくなる。経営基盤の強化と所得の維持が課題になる。<山口>

• 制度を変えていくより先に、現場で働く個人個人の意識を変えていくことが重要。制度が変わって、人の意識が変わるとい
う順番では時間がかかりすぎる。現場の人の意識が変わり、それに合わせて制度や仕組みをそれぞれが整えていきます、と
いう流れを起こすべき<植松>

• 明らかに違法な働き方も、それがおかしいということが訴えられていない部分がある。これまで個人で抱えて終わってしまって
いたもの、個人の怒りでしかなかったものをつなげ、客観視できるロジックに変えていくことが必要。Explatの役割は、そのた
めの「継続したアクション」を起こすことだと思っている。<植松>
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仙台
日時：2017年1月18日（水）

14:30～17:00
会場：日立システムズホール仙台

研修室1

登壇者数／5名
参加者数／31名 合計36名

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
鈴木拓（boxes inc.代表、ON-PAM副理事長）
水戸雅彦（えずこホール[仙南芸術文化センター]館長）
宮本武典（キュレーター／山形ビエンナーレプログラムディレクター／東北芸術工科大学准教授）

綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共催：公益財団法人仙台市市民文化事業団

鈴木拓（boxes Inc.代表、ON-PAM副理事長）
宮城県仙台市出身。高校演劇を経て、舞台監督として三角フラスコに参加。退団後、2000年に演劇企画集団-きらく企画-を
立ち上げ。2004年東京国際演劇祭リージョナルシアターシリーズ参加。2006年より2009年まで演劇専用空間
GalleryOneLIFEを仙台市街なかで運営。2008年杜の都の演劇祭プロジェクトに参加。2010年よりプロデューサーに就任。
2011年3月の東日本大震災を機に設立した、文化による復興支援組織ArtRevivalConnectionTOHOKU（震災で失わ
れた文化・芸術に関する“ひと・まち・場の再生”を目的とし、避難所や学校のニーズを調査したり、公演やワークショップを行う）事
務局長。仙台を中心に東北の舞台芸術の活性化を目的に、2012年8月boxes Inc.を設立、同代表。震災後に生まれた
様々な繋がりをより有機的且つ継続していくため活動。boxes Inc.代表・杜の都の演劇祭プロデューサー・舞台芸術制作者
オープンネットワーク(ON-PAM)副理事長。

水戸雅彦（えずこホール[仙南芸術文化センター]館長）
1956年宮城県生まれ。1996年仙南芸術文化センター（えずこホール）オープンと同時に仙南文化振興財団事務局次長と
してホールの管理運営、事業の企画制作に携わる。以後、住民参加型事業、アウトリーチ事業を中心に地域密着型の事業を
積極的に展開。2006年、仙南文化振興財団の運営から仙南地域広域行政事務組合の直営に移行。現在、仙南芸術文化
センター館長（教育次長、視聴覚教材センター所長兼務）。2004年「えずこ芸術のまち創造事業」が内閣府から地域再生
計画の認定。2007年えずこホールが財団法人地域創造JAFRAアワード（総務大臣賞）受賞。宮城県文化芸術振興審議
会委員。全国公立文化施設協会事業活性化部会副部会長。

宮本武典（キュレーター／山形ビエンナーレプログラムディレクター／東北芸術工科大学准教授）
キュレーター。「みちのおくの芸術祭 山形ビエンナーレ」プログラムディレクター。1974年奈良県奈良市生まれ。東北芸術工科大
学美術館大学センター准教授・主任学芸員。1999年に武蔵野美術大学大学院を修了後、海外子女教育振興財団（バン
コク勤務）、パリ国際芸術都市滞在研究、原美術館アシスタントを経て、東北芸術工科大学に着任。主な展示企画として西
雅秋 「彫刻風土」（2007年）、Cho Duck Hyun 「FLASH BACK」（2009年）、向井山朋子「nocturne／夜想曲』
（2011年）、石川直樹「異人the stranger」（2012年）、「荒井良二の山形じゃあにぃ」（2010、2012年）、「いしいし
んじのやまがたり」（2016年）、大蔵村肘折温泉「ひじおりの灯」（2006～2016）など。東北復興支援機構TRSOディレク
ターとして被災地域への教育支援プロジェクトも数多く手がける。2016年より東根市文化複合施設「まなびあテラス」芸術アドバ
イザー。KUGURUキュレーター。山形市在住。
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仙台での議論

■地域文化と社会モデルについて

• 仙台は、東京など他都市に優秀な人材が流出してしまうことが多いという印象を持っている。<参加者>

• 労働環境の問題はプロジェクトのリスクの問題でもある。例えば、さいたまトリエンナーレではスタッフの残業時間が話題となっ
たが、一度問題が指摘されると、どんなに表向き華々しい成功でも認知されなくなるリスクがある。労働問題は簡単にネット
に上がってしまうし、隠せるわけがない。過剰な労働をしているスタッフがいないか、ボランティアがやりがいを搾取されていない
かといったチェックは、デフォルトとしてきちんとやるべきこと。やっていないと事業として失敗といえる。状況を放置すると人材の
質が劣後する。アートに携わる人の労働環境を保証することは、アートとして質の高いものを維持していくことと矛盾してしま
うが、スタッフが働くキャパを超えないようにしたからレベルが下がったと、いう考え方はそれ自体が病んでいることではないだろ
うか。観客もそこは見ている。面白く、楽しく、幸福に作ろうとしている芸術祭に、人は集まるようになっている。<宮本>

• 課題解決型のアートプロジェクトなどが出てきたが、それにより制作者に求められている職能が多様化しており、タスクも非
常に膨大になっている。その仕事を、１社のみでやろうとしていたら、この先持たないのではないか。ならば官民共同や複数
の会社での協力でやったり、県と市で一緒に取り組んでいくなどのリスクシェアができれば良いと思う。ただこの場合、パイの
大きさが変わらない中で人手を増やすという点は課題。<鈴木>

• そもそも、優秀な人が少ない業界になっていないだろうか？他分野の人とともに働くと、人材の質が高いことを感じることがあ
る。<鈴木>

• もしも仙台の文化的土壌が東京と同じようなものならば、自然とスケールが大きい東京の方に吸い上げられていく。我々は
東京とは違う、独自の文脈を作ることが重要ではないだろうか。山形は人口減少が進んでおり深刻な状況だが、一方で優
秀な若い人材が山形に残るようになってきており、独自のマーケットがある。東京ではできないデザインが山形でできそうとい
うことから、若いデザイナーが東京から来ている。均質しない事業を行うことで、全国から興味ある人材を引きつけていく視
点が必要だろう。<宮本>

• 社会全体の枠として変えていかなくてはならない。社会不安がないことは、幸福につながる。同一労働同一賃金制度を含
む、北欧型社会モデルを日本が導入していかないとならない。中間層が減って貧困化が進むと社会は悪化していき、それ
とリンクして劇場は大変な状況になると危惧している。<水戸>
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仙台での議論（２）

■舞台芸術分野における「専門性」を問う

• 舞台芸術分野の財団法人等では専門性を求められるポジションは有期のことが多く、逆に無期のポジションは専門性が求
められない・低いことが多い。有期雇用をされている専門家に対しては、さらなる専門性を磨く仕組みや、やめなくてもよい
仕組みを作ることが必要ではないだろうか。<参加者>

• えずこホールは指定管理者制度が始まった時に、財団を解散して直営化した。財団として10年後の未来は描けても、20
年先人が入れ替わらなかった場合、高齢化した体制で事業を実施していけるイメージが描けなかった。直営になった時、
職員の配置に十分配慮してもらった。指定管理者制度は、行政内部の文化担当の人たちがきちんとしたイメージを持たず、
管理者のことを下請けだと思っていると良くならない。行政の担当者は3年から5年で変わってしまうので、たまたま文化に興
味がある人が来ると良いが、そうでない人が来ると、あっという間に文化に対する認識度が低くなり、予算が削られる。行政
では事業費と人件費は別建てだが、指定管理料には人件費も含まれており、人件費を含めて予算が削られることもある。
直営の場合、専門資格がないので職員は一般職で、文化政策の担当者と同じく、3年から5年で人が変わっていくことと
なってしまう。どうやったらこのことを避け、人材を確保して継続していけるかが課題となる。結局はトップの理解ということに
なってしまうが、予算と権限の両方が与えられていることは重要。自治体によって状況は全く異なるが、それぞれが試行錯
誤して体制を作っていかなくてはならない。<水戸>

• 同一労働同一賃金をセグメントするために、どう制作者の専門性を可視化していくか。広報やチケッティングなど、仕事の種
類は色々あるのだが、全てが制作という言葉の中に押し込まれている。賃金や雇用の安定性につなげていくためにはまずど
ういった専門性があるのかをすべて分けて可視化することが重要になると思う。<植松>

• スタッフも社会の変化に合わせて自分の専門性を変えて、ついていかなくてはならない。古いキャリアパスが持つ権威と、それ
を保証してきた構造は崩れており、新しいキャリアパスを描かなくてはならない。もちろん労働状況は厳しいが、文化的仕事
に従事している人よりもテクノロジー関係の人はもっと変化が激しい。今、どのような専門性に変化させていくか、自分自身
が変われるかという努力を問いたい。<宮本>

• 専門性という言葉は使わない方が良いと思っている。思考停止ワードではないだろうか。業界には「私たちには専門性があ
る」と言う方も多いが、何の専門性なのか。例えば、行政職員には専門性はないのだろうか。行政が劇場になぜ人を送る
かというと、行政ルールに関する専門性が高いと思っているからであり、実際その通りの部分もある。舞台芸術の現場の専
門性は多様である。「演劇・音楽について詳しい」、「豊富ネットワークを持つ」ということにはじまり、「地域との関係性を築く
スキルに長けている」など様々な専門性の在り方がある。このように専門性について具体的に指摘しながら、様々な議論を
行う必要があると思っている。<綿江>

• 短期雇用なのに報酬が低いのは問題ではないか。市場原理として、短期雇用はむしろ報酬が高くなるもの。コンサルティン
グを例に取ると、特別なスキルを一時的にクライアントが必要とするため、期間の短さに対し、非常に高い報酬となる。
<綿江>

• 舞台芸術業界では、内部で人材が流動してしまっている。業界の外には舞台芸術業界に興味を持つ方もいるだろうが、
そもそも業界の求人が、即戦力として制作や広報等を行うことができることを前提としたものになっているから、このような求
人を見て、例えば30代以上の他業界の人材は応募を尻込みするだろう。業界では専門性について、具体的にブレイクダ
ウンして定義がなされていない。例えば、もう少し具体的な定義がなされていれば、他業界の人も、「これまで自分がやって
きた経験がこの業務だと活かせるかもしれない」と思って、今よりも応募があるかもしれない。<綿江>

• 例えば、コンサルティング業界であれば、専門性が相当に細分化されており、また、1人のコンサルタントが複数の専門性を
持っていることが通常である。新たな専門性を獲得しながら、環境にあわせて、従来から持っている専門性とあわせて棚卸
ししていく。<綿江>
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仙台での議論（３）

■舞台芸術分野における「専門性」を問う（２）

• 美大の場合、観光学科など直接それに応じた就職先がある学科とは異なり、専門性を活かした就職先というのは広げて
考えていかないと難しいのだが、教員には地域の実情やそれぞれの学生に合わせたコーチングができず、何をして良いのか
わからない状態になっている。クリエイティブなこととして捉えれば、つながるようなものはある。もしくは、一見オールドタイプの
専門性にも見えるものであっても、今の時代に求められる専門性について、言葉を尽くして説得力を持ったロビイングをして
いくことが大切だ。<宮本>

■労働時間の短縮・業務効率化について

• 書類は最低限で良い、ということをスタッフには言っている。上が現場のことを分からないと、資料が増える。例えば実際に仕
事をしているところを上が把握していれば、書類は紙切れ1枚でOKになる。しかし別の建物にある上の組織に承認をもらお
うとすると、たくさんの質問が出るし、説得するために書類の作成が必要となる。これがいかに無駄か。だからこそ、現場に権
限を渡すことがとても重要。最低限の資料で判断できる人でなければ、上の人間にならない方が良いと思う。また、会議を
減らすこと。色々な話がどんどん出てくるうちの半分は、大抵無駄な時間。ポイントをチェックするのに長々と話す必要はない。
あとは通常業務のみの時と本番がある時の、忙しさの違いをコントロールすることがとても重要。通常業務のみの時期は、
パソコンで事務作業だけをして仕事をした気になっているよりも、将来やった方が良いことをネットサーフィンしていた方がはる
かに良い。物事を作るのは、職場にいるときだけではない。<水戸>

• 職場環境で重要なことは、フロー状態が作れるかどうか。人はフロー状態となると非常に集中度が上がり、精神的にも満足
する。こうなると短時間ですごく密度が高い仕事ができるようになる。また理想論だが、管理職にとって重要なことは「管理し
ないこと」。そこにいる人が一番良い仕事ができるようにすること、それを一緒に考えていくことである。<水戸>

• 舞台芸術業界では1つの事業を1人で担当することが多いが、もう少し、分業をできる部分があるのではないだろうか。
<綿江>

• 業務効率化には上司のおせっかいもある種有効である。必要。以前に所属していた会社では、上司に途中報告をせずに
ダメな資料を作ったら、「なぜ相談しなかったのか」と怒られた。途中で軌道修正をすることで無駄な仕事が減るし、今日中
にやるべき仕事とそうでない仕事といった優先順位づけもできる。そのためには部下からではなく、上司が率先して声をかけ
ていくことが必要。<綿江>

• 制作業務はまだまだ、ツールを作ることで効率化される部分があるのではないかと思っている。<鈴木>

• 自分自身はワーカーホリックで、趣味と仕事が完全に一致しているが、2012年の起業後に経営のことを勉強していくと、明
確に分かってくることがある。社会に入らないようなところにカウンターで立つことは必要だが、それにしても社会に対して影響
力を持つためには、一定のルールの中でやらなくてはならない。夜中までかけて仕事を終わらせるということではない労働環
境をどう作るのかということについても、意識的になる。ただ、県や市、財団などが労働環境をきちんと整えて振興していく一
方で、僕は僕で寝ずにやってでも、表現者の夢が120％出せるものを作りたいと思っている。<鈴木>

• 長時間労働と言っても、自分が望んで選択した結果の長時間労働と、人に強いられた長時間労働は明らかに違う。この
ことは意識すべきではないだろうか。上司は自分が選んだプロジェクトなので、結果的に長時間になったとしても苦痛ではな
いかもしれないが、下にいる人にとっては「上から降ってきたタスク」としてしか認識していなかったとしたら、同じ労働時間の捉
え方が180度違うこともある。<植松>

• 労働時間に関しての指摘は色々とあるが、組織の下の人たちは、上が決めたものを達成しなければいけない働き方になる
ので、上が仕事を持って来ればそれに応えなければいけない。そのため、トップ層の意識を変えていくことが非常に重要では
ないかと思っている。<植松>
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名古屋
日時：2017年1月20日（金）

13：30～16：00
会場：愛知芸術文化センター

アートスペース EF 室

登壇者数／5名
参加者数／29名 合計34名

＜進行＞労働環境実態調査2016につ
いて
• 「舞台芸術に関わるマネジメント専門

人材の労働環境実態調査2016」ア
ンケート結果報告

プレゼンター：綿江
彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表
理事）

• 休憩・アンケート回収

• 「舞台芸術のアートマネジメント専門
人材の人材育成と労働環境を考える
シンポジウム」

ファシリテーター：植
松侑子（特定非営利活動法人Explat
理事長）

パネリスト：
あごうさとし（劇作

家・演出家／アトリエ劇研ディレクター）
蔭山陽太（ロームシ

アター京都支配人兼エグゼクティブ・ディレ
クター）

五島朋子（鳥取大
学地域学部附属芸術文化センター 教
授）

綿江彰禅（一般社
団法人 芸術と創造 代表理事）

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
唐津絵理（愛知県芸術劇場シニアプロデューサー）

加藤仲葉（ままごと制作）
松浦茂之（三重県文化会館 事業課長）
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共同主催：愛知県芸術劇場

唐津絵理（愛知県芸術劇場シニアプロデューサー、あいちトリエンナーレ2016キュレーター）
お茶の水女子大学文教育学部舞踊教育学科卒業、同大学院人文科学研究科修了。舞台活動を経て、92年より日本初の
舞踊学芸員として愛知芸術文化センターに勤務。14年より指定管理となった愛知県芸術劇場に派遣される。07－09年文化
庁文化審議会文化政策部会委員、13年～アサヒグループ芸術文化財団選考委員、14年～文化庁・時代を創造する新進
芸術家育成事業会議委員、「劇場・音楽堂等への芸術文化活動支援派遣型」支援員等を兼務。2001年よりトヨタコレオグラ
フィアワード審査委員のほか、全国舞踊コンクール審査委員、全日本高校・大学ダンスフェスティバル決戦審査委員等の審査委
員も務める。依頼によるトークイベントやシンポジウムへの参加、舞台評や舞台芸術にまつわる寄稿等、他関連団体へのアーティ
スト紹介やコーディネート多数。

加藤仲葉（ままごと制作）
名古屋出身。フリーランスの舞台制作者。ままごと所属。大学卒業後、一般企業に勤める中で、ままごと「あいちのあゆみ」
（2010年）で舞台制作の仕事に出会う。以降、会社勤めの傍ら舞台に関わる。また名古屋・長者町にてアートプロジェクトを
行う団体「長者町まちなかアート発展計画」で自ら企画・制作を行う。2014年、ままごと劇団員になると同時にフリーランスに転
向。以降、劇団のすべての活動において制作を務めるほか、他の演劇団体の公演、あいちトリエンナーレでの公演運営、穂の国
とよはし芸術劇場での市民劇、三重大学アートマネジメント講座での公演制作・指導等、各地で様々な人と演劇とを丁寧に結
ぶ仕事を手掛けている。

松浦茂之（三重県文化会館 事業課長）
三重県四日市出身。金融機関等の民間勤務を経て、2000年4月より財団法人三重県文化振興事業団職員として勤務。
総務部企画広報総務グループリーダーを経て2007年4月より現職。総務部では平成12年度から始まった組織改革、業務改
革に携わり、ISO9001品質マネジメントシステムの導入、中期経営計画策定、指定管理者応募作業等を担当。事業部に異
動してからは事業統括と演劇事業を中心に担当し、複数のプロ劇団と公共ホールによる新しい演劇制作ネットワークづくり（トリ
プル3演劇ワリカンネットワーク）、25歳以下限定の疑似劇団活動「ミエ・ユース演劇ラボ」、小ホール24時間連続使用による劇
団レジデンス事業、若手劇団を紹介するシリーズ（Mｹﾞｷ!!!!!ｾﾚｸｼｮﾝ）等をプロデュースし、現在に至る。
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名古屋での議論

■組織における人材育成

• 愛知芸術劇場でも、毎年人材育成は行ってきたが、過去には色々なタイプの研修が散在している状態だった。舞台技術
研修、新人向けのアートマネジメント研修、アーティストや制作者向けの照明・衣装・映像等を学ぶための研修、劇場施
設改修や危機管理についての研修など。これらをある程度わかりやすく集約することが必要と考え、平成27年度より舞台
芸術人材養成ラボを実施している。また内部にいる人たちのスキルアップのために、去年からは「積極的に研修に行きなさ
い」という流れを作っている。海外のフェスティバルや劇場等のリサーチなども、条件内で行けるようになってきている。
<唐津>

• 前職では大企業に勤めていたが、その中で恵まれているのは「新人期間は余剰人員」という考え方があること。舞台業界
では考えられないこと。１年目は集合研修や座学などを行う実務なしの期間が３か月程あり、２年目は選抜試験をパス
すると専門分野を学ぶなど、実務とは離れて勉強する期間が作ってもらえる。財団に来た当初は、地域創造や公文協、
自治体の用意する座学の研修のみが研修として扱われており、個人の力量に応じた研修が組まれる仕組みがなかった。
おそらく日本の九十数パーセントの公共劇場は、これに似た状態だと思う。今はISO9000に沿って、一人一人の教育研
修計画を作っている。研修についても、財団独自のものを行っている。特徴として海外派遣研修がある。ワシントンD.C.や
ニューヨーク、北欧、韓国などで現地のアートディレクターとディスカッションをして、日本のアートシーンの何が問題なのかを考
える。全く仕組みが違うので、新しい発想が生まれ、日本の公共では難しいとされていることを突破するためのロジックを作る
ことにつながる。また、民間企業研修としてディズニーランドやキッザニア、リッツカールトンホテルなどのサービス業で成功して
いるところに行っている。放っておいたら全く研修が用意されない業界なので、個人別に見ておくべき事業派遣型の研修を
組むこと、先進地を必ず見て、定期的に情報を皆で集める。また、目の前の公演事業だけではそこに忙殺され、学びでは
なくこなしている状態になってしまう。そこで、例えば演劇のシーズンパスポートの売り方を考えることや、公演チラシを気持ち
良く持って帰ってもらえる方法などのテーマを決めた個人別プロジェクトを一人一人に与えている。<松浦>

• 図書館の司書は専門性があると認識され、正規職員的な雇用をされる。業界として専門性が認知されていない業種であ
ることを、改善しなくてはならない。<松浦>

• OJTは本来On the Job Trainingだが、舞台業界の場合には皮肉にも「(O)教えるの・(J)邪魔くさいから・(T)とりあえ
ずやっといて」状態になっているように思う。OJTの限界は、教える人の能力以上のことは教えられないこと。本来ならば複
数の人から学ぶことが重要。しかしそれが分かっていても十分に教えられないのは、現場もカツカツの状態だから。教える側
であるはずの人も長時間労働でパツパツの業務をこなしているので、人材を育成するための時間をやりくりできない。結局
人材が育成されずに放置されている、あるいは予備知識なしにいきなりハードな現場に突っ込まざるを得ず、悪循環が起き
ている。<植松>

• この業界に入った当初は専門的知識もなく、全体像がわからなかった。今やっているこの仕事がいつ、どこに活かされるかが
分からないという状態だったので、実際の現場にいる人たちに、とにかく質問して聞いて行った。業界内でのコネクションを作
ること、技術を作ることと、アーティストとの関わりは積極的に学ばないとやっていけない。しかし、それは入ってから学べること。
前職での経験を通じて、ビジネススキルのベースを持てていたことは良かった。この業界でキャリアをスタートさせた人でもビジ
ネス的なことを学べるようになると良いし、ビジネススキルを持っている人がこの業界に入って来やすいようにとなると良いとも
思う。<加藤>

• 全員が正社員という前提ではあるが、以前まで所属していたコンサルティング会社の場合、実はOFF-JTとしての研修制度
はあまり充実していなかった。新人には経験を積んだコンサルタントがインストラクターとして付き、師弟関係のような形になる。
それは、インストラクターとしてのあり方が評価指標に組み込まれており、それを経験しないと出世できないという仕組みがあ
る。ただ現在の舞台芸術界のように、非正規がこれだけ多いと、育てても辞めていく可能性が高いというマインドになってしま
うことが難しい点だと思う。<綿江>

• 文化庁の在研（新進芸術家海外研修制度）のような制度があるが、これは大きな組織の人は行けても、3、4人の小さ
な組織はカツカツで、自分の抜けた後のことを考えると行くことができない。人材同士の交換制度であれば、心理的な抵抗
が低いのではないか。芝居を作る能力が専門性だという意識が強いと、他のところに異動することへの抵抗感があるが、劇
場の役割もどんどん変わっており、１つの施設のOJTで教えていくことも限界がある。色々なミッションを持った違った施設の
業務を経験することがとても重要になるのではないか。<綿江>
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名古屋での議論（２）

■組織における人材確保のこれからを考える

• 舞台業界が多様化したミッションに対応していくためには、二つの方法がある。一つは研修制度によって中の人たちを育成
していくこと。もう一つはもともとそのミッションに対応した仕事に長けている他業界の人を入れること。ただ、学生時代などに
舞台芸術に関わっていても、一度他業界に出て行った人は戻ってきづらいという問題がこれまでのシンポジウムでも指摘さ
れている。<植松>

• 優秀な人材は足りていないが、それ以上に根本的な人員不足があるのではないか。その原因は財団の定員制と、指定管
理者制度による雇用コストを抑える経営方針。また民間企業や劇場等の受け皿が少ないことも原因しているように思う。
<参加者>

• 人材不足は、時期による波が非常にある。制作も広報も技術も、専門性が高い優秀なフリーランスの方々は、日本では
かなり少ない印象。秋にはトリエンナーレやフェスティバルが集中するので、その少ないフリーランスをいかに自分たちのところで
確保するか、という取り合いになっている。また、良い仕事がないと言われながらも、公募をしても人が来ない求人もたくさん
ある。人が来ない原因はいくつか考えられるが、もしその一つとして有期雇用ということがあるならば、フリーランスの人たちが
所属する民間団体のようなものができて、そこにフリーランスが登録するような形で、人を派遣していくようなシステムがそれぞ
れの地域でできていくと良いのではないだろうか。働き方の選択肢が広がるような組織が作られることが望ましい。<唐津>

• 一般企業が優秀人材を確保するのと同じ時期に試験をすることは重要。しかし良い時期に人材を募集したり、定期的に
正社員を入れて、余剰人員を作るには、一定規模の組織体でないと厳しい。根本的に、どのような劇場であろうと、中小
企業の規模に属することが悲劇的要因になっている。欠員補充での募集しかできないし、パイが小さいからこそ、何割かは
非正規雇用になっていく。十何年後には、県内の公共ホールを運営する財団は一つでもいいのではないかと思う。そうする
とパイが大きくなる。公益性を持って各市町から信頼される組織ができれば、大きなネットワークの中で人材が流動し、パイ
が大きいから余剰人員も持てる。民間のフリーランスも同様で、一人一人でやっていると、どこかで限界がある。専門性を
持った人が所属する全国レベルの組織ができ、その組織内で人材を作り、需要があった時には個々のフリーランスに業務委
託をしていくような環境ができれば素晴らしいのではないだろうか。<松浦>

• 採用の際に筆記試験の結果を重視する傾向があるが、この現場で必要な技術や知識を持った人材が残らないのではな
いだろうか。<参加者>

• 演劇畑ではない人が業界に来るのは現状では難しいが、そのソリューションの1つとして、プロボノがあると思っている。プロボ
ノとは特定の高いスキルを持つ人によるボランティア活動を指すが、芸術分野での受け入れ事例は非常に少ないし、ボラン
ティア活用は公演現場の誘導などのイメージが固定化しているからか、プロボノを活用していく意識はまだ低い。しかし、プロ
ボノ側にとっては、インターンに近い状態が経験できる上、受け入れ側にも業界外のノウハウや感覚が入るので刺激になる。
<綿江>

• 募集時の筆記試験が良くないというのは事実だが、だからと言って演劇に詳しい人を取れば良いというのも違うと思う。ビジ
ネススキル全般が高い人がこの業界に入って欲しい。例えばレストランを作って成功しそうな人や、携帯会員を何万と集め
るようなプロジェクトのリーダーができるような人というような。その商品を使って何か社会を変えたいということであり、そこに介
在している商品媒体が演劇でありアートであるだけだと思っている。また、トータルでビジネススキル、交渉力、営業力などで
人材を評価する仕組みがあればと思う。<松浦>

• 劇場は、売り上げ・利益を新たに生み出すのは難しい業種だが、人件費を増やすにはハードを介して公共性に問題ない
サービスエリアでもっと稼げるのではないかという視点も持つべき。三重の場合はサービスの質を上げるために人件費を増やし
ていっているが、その経費は県から人件費としてもらうのではなく、違うところで収益を増やすことで確保していっている。
<松浦>
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名古屋での議論（３）

■組織におけるミッション・ビジョン・知識・技術の継承

• 財団など組織規模が大きな場合、トップ層にはどこかからやってきた硬直化した「化石のような人たち」がたくさんいる状態も
見受けられる。トップ層にいかに経営の視点・スキル持った人を入れていけるかが重要ではないか。特にこの業界の場合、ノ
ウハウや経験値は個人に蓄積され、その人が抜けると組織の性質が変わってしまうことも多い。また、行政側の担当者でも
経験や理解がある人が配置換えでいなくなると途端にうまくいかなくなるということは再三指摘されている。少しでも組織側
に経験や知識が残るような仕組みを考え、蓄積していくことはどのようにすれば可能なのか。<植松>

• 担当者が変わっても理念は引き継がれるべきなのだが、実際には人が変わったことで、考え方や目指す方向が変わるという
ことが起きている。中できちんと話し合いがされていればきちんと受け継がれるのだが、「またそこからか」と思うようなこともある。
<加藤>

• 組織のミッションもビジョンも本当は簡単には変わらないはずのものなのだが、人が変わると、その組織があることの存在理由
まで変わってしまう。行政側で担当する人たちが、なぜこの事業をやるのかと説明する言葉を持っていないということすらある。
<植松>

• 施設のミッション定義を行政に期待するのはやめにしたほうがいいと思っている。本来的には行政が作るべきなのだが、実際
に作ることは難しいし、もし作っても首長が変わった時にその影響を受ける可能性がある。また、行政がミッションを作ってしま
うと、時代や社会が変わっても更新されていかない。むしろ現場のスタッフが作り、時代ごとに変えていく方が良いと思う。<
綿江>

• 指定管理者制度の導入をきっかけに、愛知県芸術劇場ではスタッフ間でミッション共有ができた。劇場の中で全員がミッ
ションを共有していけば、特定の人がいなくなっても事業方針が変わることはないと思う。スタッフで特定のやりたい人がいる
から続いているような事業もあるが、全員で考えて決め、そこで決まったものは個人の資質に合わせて任せるといったような
やり方で解決できることがあると思う。ただ海外のような目的に応じた専門施設としての劇場と、日本の多目的施設として
の劇場の形を比べると、最終的なやり方の違いはどうしても出てきてしまう。<唐津>

• 行政との関係でいうと、現場を下請けとして見なすのではなく、対等の関係性が非常に重要だと思う。現場が考えたミッショ
ン・ビジョンを行政側も受け入れようという、互いへのリスペクトが必要。<植松>

• 民間の指定管理者にしても公益財団法人にしても、自治体との関係では、親会社と子会社という関係性の宿命を帯び
ている。その宿命を受け入れてネガティブにならずに頑張ること。<松浦>

■女性が業界で安心して働けるために

• 自分自身の経験からも、女性が働きながら子供を育てることの困難さを感じる。ダブル保育をする必要があり給与の大半
がそこにかかってしまったり、仕事をしている最中に学校から連絡が来て抜けなくてはならなくなったり。女性が働くために頑張
りすぎる、ということがハードルを高くしている。この業界の女性の場合、責任感が強い方が多いが、燃え尽き症候群になる
方もたくさん見てきた。自分の怠惰さを許す時期、人を頼る時期があっても良いと思う。自分の中でいろいろなことの呪縛に
囚われている人たちもいるのでは。どんなスタイルでも良いので、自分たちが納得できるスタイル、生き方ができるようにし、自
分自身を縛らないことが大切だと思う。また、そういった経験をした人が管理職になることで、環境が改善されていくこともあ
る。介護をしていて芸術に触れることができない、小さい子がいるから外に出ることができない、といった人たちが近くにいるこ
とによって、ダイバーシティを感覚的に知ることもできる。そういった普通の感覚を生かし、アドバンテージにしていくことも重要
だろう。<唐津>

• 私が所属する劇団「ままごと」では劇団員に子供がおり、彼らと一緒に回る場合、そのことを前提としながら事業を受託し、
公演をしている。公演の時は保育費や託児、交通など、子供と一緒にいる状態で作品を作ることに予算・スケジュールを
割く。また、そのような在り方について、周囲に影響を与えることができればと考えている。<加藤>
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東京
日時：2017年1月23日（月）

18：30～21：00
会場：あうるすぽっと会議室B

登壇者数／6名
参加者数／63名 合計69名

■進行
• 舞台芸術のマネジメント専門人材の人材育成と労働環境整備について

植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

• 基調講演「若者の労働をめぐる問題」
本田由紀（東京大学教授／教育社会学）

• 舞台芸術に関わるマネジメント専門人材の労働環境実態調査2016」アンケート結果報告
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

• 舞台芸術のアートマネジメント専門人材の人材育成と労働環境を考えるシンポジウム」
ファシリテーター：植松侑子（特定非営利活動法人Explat理事長）

パネリスト：
上原聴子（株式会社イイギリ 代表／一般社団法人Ｃｏ.山田うん 制作）

岸正人（あうるすぽっと【豊島区立舞台芸術交流センター】 支配人）
橋本誠（アートプロデューサー／一般社団法人ノマドプロダクション 代表理事）
綿江彰禅（一般社団法人 芸術と創造 代表理事）

共催：あうるすぽっと

上原聴子（株式会社イイギリ 代表／一般社団法人Ｃｏ.山田うん 制作）
ダンスを中心とする舞台芸術や地域密着型アートイベントの企画制作・プロデュース、アーティストマネジメントに携わる制作者。全
国各地の地方自治体や公立劇場との恊働、企業メセナ事業のサポート、海外との仕事も多い。1998年より制作会社に勤めた
後に独立、フリーランス期間を経て2013年に法人化。（株）イイギリ代表。現在の主な仕事はダンスカンパニー“Ｃｏ.山田う
ん”制作のほか、公共劇場からの事業委託など。舞台の仕事と並行して、趣味で植物イベントを開催したり、社会人としてのキャ
パを広げるため環境ビジネス業界にて制作者としてのスキルをつかって副業したりすることもある。

岸正人（あうるすぽっと【豊島区立舞台芸術交流センター】 支配人）
大阪芸術大学卒。1986～96年青山スパイラルにて運営と事業制作に携わる。その後、フリーランスとして若手ダンスカンパニー
の海外ツアーや海外招聘を手掛け、98年より世田谷パブリックシアターにて制作や貸館運営を担当。01年より山口情報芸術セ
ンターの開設準備を担い、開館後は、施設特性であるメディアを取り入れたダンス・演劇の滞在制作やコミュニティシネマの上映等
を統括。08年より神奈川芸術劇場の開設準備を行い、11年の開館後は広報営業や企画調整等を行う。12年4月より現職。
今年度より豊島区が19年に開館を予定する新ホールの劇場等開設準備室を兼務。玉川大学芸術学部パフォーミング・アーツ
学科非常勤講師。

橋本誠（アートプロデューサー／一般社団法人ノマドプロダクション 代表理事）
1981年東京都生まれ。横浜国立大学教育人間科学部マルチメディア文化課程卒業後、フリーのアートプロデューサーとして活
動。東京文化発信プロジェクト室（現・アーツカウンシル東京）で「東京アートポイント計画」の立ち上げを担当（2009～
2012）後、一般社団法人ノマドプロダクションを設立（2014）。芸術祭やアートプロジェクトに関わる企画制作や人材育成プ
ログラムを手がけている。主な企画に都市との対話（BankART Studio NYK/2007）、KOTOBUKIクリエイティブアクション
（横浜・寿町エリア/2008～）、生活と表現（東京・台東区/2015～）。共著に「これからのアートマネジメント」（フィルムアー
ト/2011）など。TARL（Tokyo Art Research Lab）事務局長（2012～2016）。
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東京での議論

■舞台芸術業界の人材育成／労働環境の特性と動向

• 美術業界の雇用労働環境はアンケート結果と感覚的にも近い。TARL（Tokyo Art Research Lab）でも冊子「働
き方の育て方」において、仕事として業界に入りづらい「R25問題」、仕事が長く続けられない「R30問題」が挙げられている。
本田先生の言う*「ジョブなきメンバーシップ、メンバーシップなきジョブ」ということが起きている。ただ、舞台芸術の場合は集
団創作が前提、美術は個人創作になりがちということが特徴で、そのためにシステム化しにくい部分もあるのでは。<橋本>
*詳細は基調講演「若者の労働をめぐる問題」p.48～参照

• 指定管理者制度では人件費の枠が固定で決まっているため、制度を導入している公立劇場は、欠員補充の形となる。
秋口に翌年度の意向調査をし、欠員があると分かってからの募集。そのため、募集時期は秋から年明けとなる。すると、優
秀な新卒大学生はそれまで待っていられない。まして条件も決して良い訳ではない。<岸>

• 文化庁の第四次基本方針策定の際、文化審議会では「専門人材の育成と確保」が議論に上がった。その際に熊倉純
子先生からは「育成はされている、ただお金が回っていないので業界に入ってこないのだ」との趣旨の発言があった。アートマ
ネジメント系大学が増え、かなりの数の学生は卒業していくが、業界の受け皿は非常に少ないのが現状。雇用条件が悪く
て入ってこない。状況を改善するためには、業界全体が変わっていかないとならない。<岸>

• いろいろな業界から人が入って来れば良いと思う。受け入れる窓口を作れれば、他の業界の才能ある人たちが舞台芸術
業界で活躍できるかもしれない。<綿江>

■男女の雇用・待遇について

• 女性の労働環境が話題になることが多いが、男性が入ってくる人数も年々減っていないだろうか。<参加者>

• 専門職では10人に1人くらいしか男性がいないような印象を受けることもある。一般論だが、売り手市場の中、優秀な人
材は業界外の良いところに行ってしまう。特に男性はその意識が強いのでは。<岸>

• 雇用が安定していない業界だから、旧来の日本社会的な「亭主が働き、妻子を食わせる」みたいなモデルを前提にしてし
まうと男性が入りづらいのでは。若い人たちがどのくらいこのイメージを持っているかは分からないが。<植松>

• 美術業界も同様。女性の兼業、非常勤で回っている部分が多いのだが、一方で管理職は男性が多い構造。<橋本>

■管理職のマネジメントスキル獲得・研修について

• マネジメントの知識・能力を持つ管理職がいない、働きやすい環境を作れる管理職がいない。<参加者>

• 管理職に必要な知識や職能はまた固有のものなので、現場からキャリアを積んで管理職と呼ばれるポジションに着いた時
には研修が必要だと思う。組織の運営・管理のノウハウを学ばずいきなり実践しようとすると、新米管理職のトライアンドエ
ラーに付き合わされる羽目になって組織が混乱する。 <植松>

• 財団の場合、経営管理職は上の自治体から来たOBが多い。もともと公務員なので、運営の発想はあっても、経営の発
想は乏しい。指定管理者制度の中でも、適切なマネジメントができている財団もあるが、あまり深く考えられていないところ
も多い。女性の経営層が少ない、ということも自治体の方が来るということと結びついているのではないかと思う。<岸>

• 現場の人が、将来自分が管理職になったときのための訓練や、自分なりの心の準備をしているのか。管理職は、現場から
では見えていない仕事もしている。上司のマネジメント能力がないということだけを批判しても、その人にマネジメント能力は
つかない。もう少し高い視点を持つことが必要なのではないか。<綿江>

• 現場はやりがいがあって面白いが、プレイングマネージャーではない方がいい。現場から離れて組織管理を意識して学び、
思考することが重要だと思う。<岸>
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東京での議論（２）

■ダブルワークと「専門性」について考える

• 公共系の財団は、上の自治体を模した職務規定になっている。そのため常勤職員の兼業は原則として禁止されており、シ
ンポジウムや大学での授業など、やっていることを社会に還元していくという観点から、兼業届けを出して参加する。ただ、現
場の拘束時間が長いので、稼ぎになるような副業をやりづらい業界なのではないか。<岸>

• 本業の中でのスキルが他業界でも活かされることがある。自分自身も現在、週に数時間、エネルギー業界の仕事のダブル
ワークをしている。会社から独立し、自分の持つスキルを活かせないかと考えた時、てっとり早いのは他の現場の制作の仕事
を受けることだったが、仕事ができて自分より若い人は他にもいる。そのため他の舞台公演現場の仕事を受けるのをやめ、
他の種類の仕事を探した。すると、エネルギー業界の求人では、補助金・助成金が密接に関わっていることが分かった。世
の中で助成金に関わったことのある人は少なく、未経験の人に1から説明する余裕がない団体もある。また、エネルギー産
業の仕事は過疎地に多いので、地域創生やまちづくりとも関わる分野だった。そのため、これまで制作者として過疎地域で
の活動に関わってきた経験や、助成金の申請からクロージングまでできるという経験は、専門的スキルとして高く買われてい
る。<上原>

• 「専門性」は、この業界の仕事と他の業界の仕事をパスポートのように繋げるものとなる。自分の「専門性」を意識する上で
は、自分が持っているスキルや強みとは何かを知り、さらなる知識を獲得することでその強みを尖らせていくことが重要だが、
制作者は仕事が多岐にわたるため、そのような意識が芽生えづらいのではないだろうか。つまり「なんでもできること」が重視
されがちで、たとえば学校の授業で言うところの5科目全部できなきゃだめ、というような意識。数学とか英語とか1科目だけ
がとにかくダントツででき、これだけなら負けませんというような、一点突破の専門性のあり方もあるはず。<植松>

• 「専門性」は思考停止ワードだと思う。もっとその中身が具体的に定義されるべきだろう。舞台芸術業界の人はよく「私たち
には専門性があるが行政の人は「専門性」がない、だから私たちはもっと正当に評価されるべきだ」と言うが、何についての
「専門性」なのか。恐らく演劇の知識やアーティストとのネットワークを指しているのだろうと思う。その「専門性」は確かに重要
だが、公共劇場は今、色々な役割を持つようになっている。地域住民と関係を築く「専門性」、行政における公共性のバラ
ンスという中から劇場を捉えられる「専門性」なども求められている。<綿江>

• 施設を複数持つ財団であっても、異動があまりない組織も多い。しかし「専門性」ということから考えると、異動した方が良
いかもしれない。例えば演劇と全く関係ない施設で働くと、演劇を作る「専門性」という観点だけではブランクになるが、その
人ならではの「専門性」を培っていくためには、プラスになるかもしれない。<綿江>

■スキルをいか獲得していくか、人材育成をいかに行っていくか

• 上の世代の人は昔の劇場のイメージを引きずっている。若手が今の時代に劇場に求められているものを満たすには、それに
対応するスキルを自分で学び、獲得していかなくてはいけない。そのためには「外に出て行く」ことが、手段として有効ではな
いかと思う。<綿江>

• 20代で学んだことがその後も定年するまでずっと使える、という時代は過ぎ去っている。常に学び直しが必要。40代でも50
代でも。ただ、それを若い人たちが自主的にやっていても、上の世代も情報のアップデートをしていかないと業務の効率は上
がらない。上の世代が「じゃあやってみよう、取り入れてみよう」という意識を持ってくれないと、下の世代がどれだけ意欲的に
学んでも、発揮できる場がないと「学ぶだけムダ」「言うだけムダ」になり、意欲がスポイルされて終わる。それでは組織として
成長できない。<植松>

• 応募条件で業務経験が求められることが多い。学生時代に専門教育をできない人が応募できないことになっている。<参
加者>
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東京での議論（３）

■スキルをいか獲得していくか、人材育成をいかに行っていくか（２）

• 業務経験のある即戦力のみを求めるということは、その組織は育成をするつもりがない、あるいは育成する暇がないほど忙し
いということが窺い知れる。もしそのような人材を求めるのであれば、その即戦力となりうる分のスキルへの対価を上乗せしな
いと、ロジックとしておかしい。新入社員と同じような報酬体系を取るのであれば、内部で人材を育成し、その組織が求めて
いるものを身につけてもらうようにしなければいけない。しかし、現場も少ない人数で働き、新人が入ってくると教えるのにさら
に時間が取られてしまうという悪循環が続いている。<植松>

• 組織や現場は、育成をきちんとしていること、業務内容に見合った労働条件になっていることが重要だが、どちらもできてい
る組織は相当少ない。自分自身も若手スタッフのマネジメントしながら仕事を回す立場になりつつあるため、スキルの高め
方、獲得の仕方といった人材育成を、いかに普段の仕事で盛り込んでいくかを考える。また、雇用にしても委託にしても、
仕事をするときに、その人が今後どういう仕事をしたいのかを意識して人選をできるのが理想。今自分たちがやっている仕事
を、報酬だけでなく次のキャリアにもつなげてもらう必要がある。<橋本>

■中堅以降のキャリア形成

• 新人の人材育成について話されることはあるが、それだけではなく、真ん中の層の育成と応援が必要。中堅世代が社会人
として、下の世代に給料を払っていけるよう、仕事・お金を生み出して回す力、稼ぎ力をつけないとならないと思っている。自
分自身、20代から30代の不安とは別に 、自分が50歳になったらできる仕事がどれだけあり、どれだけ稼げるかは不安に思
う。今の意識の持ち方では絶対に生き残れないので、変わらないとならないと思っている。<上原>

• 自分が会社員だった時に最も意味があった研修は、キャリア研修だった。同期とキャリアプランを議論したり、上のポジション
であれば何をやるかといったことを議論したりする機会が提供された。<綿江>

• キャリアについて話すことが、同僚との愚痴のような形ででてくることはあっても、組織の中で先輩や上司ときちんと議論されて
いないのではないか。もっと建設的に組織の中で話すことが重要だと思う。どういう仕事をすれば望むキャリアを達成できるの
か、など。もしかすると、同じ職場内で正規と非正規など契約の形態が違う人たちが混ざっている場合、キャリアについて話
しづらい文化があるのではないだろうか。キャリアについて話すことは何のタブーでもなく、意識して話す機会を組み入れるべ
きだと思う。<植松>

• その通りだと思う。ただ、５年以内の有期雇用契約で組織の中でキャリアプランの議論を行っていくのは難しいので、例えば
公文協の研修として行うとか。組織内のキャリアではなく、その業界の中でやっていくキャリアを考える機会が必要である。
<綿江>

• 必ずしも全員が無期雇用になる必要はないと思うが、今はあまりにも選択肢が無い。また、東京と地方ではモデルが違う。
地元で専門職としての雇用をするところが一箇所しかないような地域であれば無期雇用契約になっていくべきだし、東京の
ように業界内でスキルアップを図っていくようなところであれば有期でも有りだと思う。<岸>

■働き方の選択肢

• お金にならない仕事の方が面白いことも多く、ついコミットしてしまう。そういった仕事が次につながることもあるのも事実なの
で、挑戦する姿勢も忘れないようにしたい。<橋本>

• 調査では1日16時間働いていた人もいたが、自分から進んでその働き方をし、それがハッピーな人もいる。経営者はこうな
りがちなところもある。しかし上から言われた仕事が終わらない結果の16時間というのは全く違う。これはあっという間に病ん
でしまう。1日の労働時間が8時間以内だといっても、全く裁量がなく上から言われたタスクをただただ処理するだけではやは
り自分の働き方につらさを感じることもあるだろう。自分で働き方を選択できる余地があるかどうかが重要だと思う。<植松>
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基調講演
「若者の労働をめぐる問題」

本田由紀（東京大学大学院教育学研究科教授／日本学術会議会員）

東京大学大学院教育学研究科博士課程単位取得退学。博士（教育学）。日本労働
研究機構研究員、東京大学社会科学研究所助教授等を経て、2008年より現職。
専門は教育社会学。教育・仕事・家族という３つの社会領域間の関係に関する実証研
究を主として行う。特に、教育から仕事への移行をめぐる変化について指摘と発言を積極的
に行っている。主な著書に、『若者と仕事』（東京大学出版会）、『多元化する「能力」と
日本社会』（NTT出版、第６回大佛次郎論壇賞奨励賞）、『「家庭教育」の隘路』
（勁草書房）、『軋む社会』（河出文庫）、『教育の職業的意義』（ちくま新書）、『学
校の「空気」』（岩波書店）、『社会を結びなおす』（岩波ブックレット）、『もじれる社会』
（ちくま新書）、『「ニート」って言うな！』（共著、光文社新書）、『労働再審１ 転換
期の労働と〈能力〉』（編著、大月書店）、『現代社会論』（編著、有斐閣）、『岩波新
書で「戦後」をよむ』（共著、岩波新書）ほか。

CEO & Lead

本日のタイトルは「若者の労働をめぐる問題」と付けたが、実
のところ若者という言葉はあまり意味がない。若者とは誰だ、何
歳までだと、政策的にも色々と議論があるが、重要なのは、日
本社会は90年代のバブル経済の崩壊以降、大きくそれ以前と
は変容してしまっているということである。バブル経済崩壊後に
世の中に出た人と、それ以前に世の中に出た人との間では、生
きている世の中、経験した人生が大きく違っている。
今注目したいのは、90年代のバブル経済崩壊以降に世の中

に出た人だ。年齢でいえば40代半ばよりも若い方を念頭に置
いて話をしていきたいと思う。

＜若者の労働の現状＞
今の若者の労働の状態は、一言で言うと、非常に荒れている。

かなり劣悪な状況がどんどん顕在化してきている。日本社会が
90年代以降、構造が崩壊し、その現れが労働市場に非常に
顕在的に出てきているという風にご理解をいただきたい。
具体的になぜそうなったかというと、産業構造の変化や、世界

的な経済の変化、人口構造の変化など、不可逆的な、趨勢
的な変化が90年代以降に、景気の低迷を起点としながら現
れてきたからと考えている。
では、何が起きているか。まず非常に把握しやすい現象として

世の中で散々言われているのは、正社員が減っている、非正
社員が増えているということだ。比率的に明らかに非正社員とい
うのはぐんぐん増えている。
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＜戦後日本社会の変化と二つの世代＞
グラフの中程を右上がりに上がっている青い折れ線がある。こ

れが非正規雇用者比率であり、一目瞭然で非正規雇用者は
増えてきている。非正規雇用者の雇用が不安定で低賃金であ
るということは日本の大きな特徴だ。国際比較で見ても、日本
の正社員と非正社員の間の賃金格差というのは大きい。このこ
とから、失業者や無業の若者を、色々なカウンセリングなどを施
して、どうやって正社員にするかということが、90年代の後半以
降、日本社会の非常に大きな政策課題となってきた。

しかしこのように、「非正社員が増えていることは問題だ、でき
るだけ彼らの多くを正社員に突っ込んでおけ」ということが今なお
強いが、私はもうそれでは全く駄目だと考えている。というのも、
突っ込んだ先の正社員の働き方も、非正社員とは全く逆の意
味で非常に荒れてきている。その中で非正社員の若者をなんと
か無理矢理、正社員に就職させ、それでゴールのように考えた
としても、突っ込んだ先は地獄かもしれない。この状態を見極め
ないで、進めることはできないと私は考えている。

では正社員には一体どのようにひどい状況が現れてきているか。
ここで重要なのは、日本における正社員は、そもそも世界標準
における正社員の働き方とは大きくずれているということだ。これ
は日本の中だけで生きているとあまり気がつかない。世界標準
の正社員的な働き方、レギュラーワーカーの働き方というのは、
「こういう仕事内容を、こういう分量でやってもらうためにあなた

を雇います」
「はい雇われます」
「それに適した報酬はこれです」
「はい納得しました」

というように、仕事の内容と分量（ジョブ）に基づき報酬をやり
とりするということで契約を交わす。しかし日本の正社員の働き
方は、それから大きく逸脱している。

「ジョブなきメンバーシップ」、これが日本の正社員の働き方の、
世界と大きく異なる特徴であることが指摘されている。濱口桂
一郎氏などが代表的な論者だ。
日本の正社員は「こういう内容のジョブをこういう分量でやって

ください」というジョブの輪郭が極めて曖昧、不明確だ。雇う時に
ジョブの内容について書面が交わされるとは限らず、そこに何か
書いてあったとしても、それは雇われた後にいくらでも変更して構
わないということは暗黙の前提となっている。ジョブの輪郭がはっ
きりしていないということを「ジョブなき」という言葉で表している。

メンバーシップというのは、「あなたは組織の一員であるメン
バー、仲間だよね」という発想だ。仲間なのだから、必要が生じ
れば雇う側の指先一本でやってもらうというのが、日本のメン
バーシップ型の働き方である。

経済成長が達成でき、収入が上がっていた、景気が良かった
バブル経済崩壊以前の日本社会の高度経済成長期、安定
成長期においては、このメンバーシップ型の働き方が、いわば心
地よい布団のような形で包んでくれていた時期というのは確かに
あった。ところがその後、経済の低迷が続く中、今その布団はい
つの間にか鉄に姿を変え、人々をむしろ苦しめるものに様変わり
している。

何が今問題点として浮上してきているかといえば、まずはメン
バーになってもらいたいかどうかが採用基準になるため、採用の
判断において明らかに諸外国であれば差別と呼ばれることが
入っていることがある。差別の典型的なものとして、例えば性別
である。女性に対する差別。あるいは経歴に対する差別という
のもある。非正規の時期が長かった人に対し「メンバーに相応し
くない相手ではないか」といった、非常に厳しい視線が注がれる。
さらに日本の採用試験においては、明らかに法律に違反するよ
うな差別的な質問が注がれる。結婚をする気があるのか、残業
をする気があるのか。あるいは出身地を聞かれたりする。これは
同和問題に抵触するが、そういった差別が入り放題で、気に
入った人を雇うというのが、日本の正社員の採用においては蔓
延してしまっている。

しかし、この参入障壁を乗り越えメンバーに入れたらハッピーか
というと、そうではない。職務範囲が増えたり、不明確なままの
状況の中、少子高齢化で団塊世代が退職し、人手不足はす
でに顕在化し始めている。人手が足りない中で職務の範囲が
増えると何が起こるか。

「ちょっと悪いけど今人手が足りないんだ、君優秀だし期待して
いるし、これできるよね？大丈夫だよね？お願いね」

これだけで仕事はものすごい勢いで増える。こんなことが茶飯
事に起きている。「できるよね、優秀だしさ」と言われてしまうのが、
日本のメンバーシップの働き方である。
それによって当然、多重労働や長時間労働が生じ、過労死や
過労自殺が起きてしまうわけだ。

他方で、今増えてきている非正社員は、正社員とは全く逆に、
「メンバーシップなきジョブ」である。「メンバーシップなき」というの
は、有期雇用であったり、期限が来る前に切られてしまうという
ことである。仲間として扱ってもらえず、辞めてもらうまでに散々
活用するという対象とみなされてきた。

ただ、これまでの非正規は、メンバーシップ型正社員と比べれ
ば、比較的、相対的に、ジョブの輪郭は明白だとは言われてき
た。有期のため雇用が不安定で、賃金はガクッと低い。いつでも
切れる対象であるから、教育訓練の機会にも恵まれない。その
ような働き方の格差こそが大問題だと言われてきた。

この正社員と非正社員、かたや「ジョブなきメンバーシップ」、か
たや「メンバーシップなきジョブ」という全く逆の働かせ方、全く逆
であるがゆえに両者とも極端で非人間的な働かせ方になってい
るわけだが、今足元で起こっているのは、その悪いところ取りをす
るような働かせ方が、正社員の中にも非正社員の中にも成立
してしまっていることである。

つまり、これまでの正社員のように何でもやってもらいながら、こ
れまでの非正社員のように非常に不安定で賃金が低い働かせ
方というのが、両方に広がっている。法律や人権を簡単に蹂躙
するような働かせ方が出てきている。そういうやり方をまかり通ら
せるために、雇う側も色々な戦略を使っているわけだが、その一
つとして「やりがいの搾取」ということも含まれるのではないかとい
うことを、後でお話しする。
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＜雇用形態間の賃金格差＞
男女別の正社員と非正社員を示しているが、非正規というのは上がっていかないことが明らかだ。ずっと水平な賃金水準

で働かされるわけだが、もう一つ非常に印象に残るのは、同じ正社員であっても男性と女性間の格差というのは著しい。こ
れからは女性の活躍だと言われていますが、ジェンダー・ギャップ指数もむしろ悪化を遂げているといったように、世界の中でも
日本は女性の扱いは酷い国である。

＜雇用形態間の教育訓練機会格差＞
教育機会の格差、教育訓練を受けさせてもらえる格差が大きいということもある。正規と非正規の間でどういう訓練をどの

くらい受けさせてもらっているかということに関しては、厚生労働省の調査の結果、ガクッと差があることが明らかになった。大
きな差があるので、一回非正規の世界に足を踏み入れると、スキルをつけることが難しいので、脱出が難しいということにも
なっている。脱出が難しいのは、単にスキルがないというよりも、先ほども説明した差別含みの制度的な分断線が正規と非
正規の間に引かれているということがある。

＜非正規雇用者比率の増加＞
非正規雇用者比率は女性はかつてから高かったが、ジリジリ増えてきている。男性も特に若年者で増えてきていることが

はっきりしている。

出典：厚生労働省「平成26年度 能力開発基本調査」
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出典：厚生労働省「平成26年度 能力開発基本調査」
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＜離学直後の状況に規定される初期キャリア＞
これは2つの時期、93年から97年に学校を出た人と、98年から2003年に学校を出た人、この二つの世代に関してであ

る。ゼロというのが学校を離れた時点で、5年間の色で分けてある状態の変化を示したものだ。青いのが正社員で、正社員
以外の厚みが増えているということは見て取っていただけると思うが、それ以上にクリアなのは、正社員の場合、正社員から
正社員以外に変わっていく場合が多いが、一度非正社員の世界に入ると、正社員への移動というものが非常に難しいこと
がはっきりと現れている。これが正社員による参入障壁ということだ。

＜日本の長時間労働の多さ＞
以前のデータでは韓国の方が長時間労働者の割合

は多かったが、今は日本は韓国をも抜いて、正社員の
中で非常に多くなってきているということが明らかである。
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＜長時間労働の悪化＞
男性の有職者に関して、一番上の紫色がジリジリと増えてきていることがすぐにお分かりいただけるかと思う。非正規も増

えてきているので、左端の短い時間働く労働者も増えてきているが、長い時間働く労働者も増えてきており、中ほどの、いわ
ゆる適正な労働時間で働く人が減り、非常に少なかったり多すぎたりする働き方の人が増えてきていることがわかる。

＜正社員の年功賃金の変化＞
正社員は年功賃金ということが日本的雇用環境においての特徴だと言われてきたが、正社員の賃金はそう上がらなく

なってきている。日本の企業はこれまで年功的に賃金を上げてきたが、人数の多い団塊世代が90年代において50代とい
う一番高い賃金水準の年齢層に達し、かつ景気が低迷している中で、それを重圧に感じていた。それをできるだけ軽減す
るため、今賃金を上げなくなっている。あげる度合いを低くしているということが、このグラフから分かる。
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＜心身を病む正社員の増加＞
このような中で、正社員の中で心身を病んで労災補償を請求する人が増えてきている。赤い方は精神障害。精神障害

の約6割が30代以下だ。比較的若い20代30代は、肉体が健康である分、働かせられ方のキツさを精神の方に受け止め
てしまう。そこが今著しく問題として凝縮されている。

＜違法な処遇の遍在＞
どのような働き方であったとしても、約5,6割の人が違法な働き方を経験したと答えている。違法な処遇の第1位は、残

業代不払い。2位は有給休暇を取らせてもらえないこと。これが「2大 違法な処遇」となっている。

＜諦念の遍在＞
その違法な処遇に対し、あなたはどうしましたかと聞くと「何もしなかった」と答える比率が7,8割に達している。ではなぜ何

もしなかったのかと聞くと、そもそもこんな会社を選んでしまった自分が悪いとか、転職してもどこも同じようなものだろうと思っ
たとか、声をあげても是正させることができるとは思わなかった、といった答えがあがる。違法なことをされた人たちが、いわば泣
き寝入りに近い状態ということが分かっている。さすがに、こういう無法状態が広がっていることに対し、ワークルール教育を推
進するような動きがある。この法案が国会で提出されて通れば、もう少し普及されることになると思う。
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＜「ブラック企業」が生まれる背景＞
これはブラック企業がどのように生まれてきたかということの説明だが、正社員も非正社員も、右下に移ってくる状況がある。

無限の指揮命令や高度の柔軟性が要求される状況を維持したまま低賃金と不安定雇用が求められるようになっていること
を示す。ブラック企業という言葉も流行語大賞になったが、ブラック企業やブラックな働かせ方というのは蔓延している。

＜ブラック企業のメカニズム①組織・集団への一体
化＞

ではなぜそうなっているか。一つにはメンバーシップ型、仲間に
包んでもらうことが良いことだという幻想が、今なお続いてしまっ
ているということがある。国際比較をすると、辛くても一生一つの
職場で働き続けるべきであるといった回答が、日本ではジワジワ
と増えてきている。先ほどの話にもあったが、組織の中で包み込
んでもらうことがむしろ地獄かもしれないし、その組織が続くかどう
かもわからないような状況だ。しかし、包み込んでもらえるような
働き方の希少価値が高まれば高まるほど、むしろ先祖返り的に
そのような働き方を是とする意識が復活しているような状態であ
る。
日本は非常に終身雇用的な発想が強い。若者の中でもそう

である。

＜仕事をする上で大切だと思うもの＞
仕事をする上で大切だと思うものは何ですかと聞いた結果、ア

ジアやアメリカなど他の国では、高い賃金や福利厚生などが一
番大事だと若者は答えている。ところが日本で重要視されてい
るのは、良好な職場の人間関係、仲間である。賃金や即物的
な報酬より、仲間であることがまだ重要だと思われている。その
ため、「仲間がみんなやっているし、上司も帰らないし、周りも帰
らないから、自分だって帰らない」という、集団としての意識がブ
ラック企業的な働き方を強いている面もある。しかし私は、そう
いった全体主義、集団主義的な説明だけでは捉えられないよう
な長時間労働が生じているのではないかと、論考を書いた。

＜「やりがいの搾取」とは＞
『軋む社会』という本で「やりがいの搾取」を指摘した。それは

集団主義的な要素がなくても、個人の自己実現ということがブ
ラック的な働き方のベースとなってしまっている面があるのではな
いか、ということである。やりがいが賃金の報酬よりも重視され、
むしろそれを雇う側がつけ込んで、低い報酬でもやりがいがある
からいいよね、と働かせてしまうケースがいろいろな業種、職種に
発見されるということを、この論文で指摘した。

指摘したやりがいの種類は「趣味性」「ゲーム性」「奉仕性」
「カルト性」の4つ。
「趣味性」とは、例えばバイク便のライダーはバイクが大好きな

人がやっているケースが多く、そういった自分の好きなこと、趣味
を仕事にしてしまう場合だ。

「ゲーム性」というのは一定の裁量性を与えられ、それが成果
に反映するような仕組みが導入されている場合。コンビニの雇
われ店長、名ばかり店長というのをその例として出した。
「奉仕性」というのは、顧客のニーズに最大限答えようとするこ

とだ。例えば介護職など、顧客の笑顔をやりがいにして、とことん
それを達成しようとしてしまう。
「カルト性」というのは、一部の居酒屋のように、大声を出して

朝礼をやり「みんなで夢を実現するぞ！」と、その興奮に巻き込
みながら「やるぞやるぞ！」と働かせること。

当時思いついたのはこの4つだった。今回の依頼があって改め
て考え直してみると、舞台芸術の業界はかなり厳しい労働条
件で働いている方も多いらしく、どれに当てはまるのか考えてみ
たが、あまりよく当てはまらない。
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とすると、5つ目があるのではないかと考えた。どう名前をつけて
良いのかわからないので、とりあえず「神聖性」としているが、崇
高性としてもいいと思う。芸術的価値や魅力、美や感動といっ
たものを追求するようなケースにおいて、金云々と言い出すのが
崇高な価値に逸脱するようなことではないかと考えられている面
もあるのかもしれない、と思っている。『金と芸術 なぜアーティス
トは貧乏なのか』という本で詳しい議論がなされている。

では一体どう対処するのか。

＜「働き方改革」をめぐる懸念＞
「働き方改革」の中には期待を持てる面もあれば、筋違いな

んじゃないですかという面もあり、私の造語でいうと、もじれる思
いがしている。もじれるというのは、もじもじするということとこじれ
るを合わせた言葉である。

安倍政権は同一労働同一賃金が必要だ、ということを言い
出している。同一労働同一賃金とは、正社員と非正社員の間
で同じ仕事をしていれば同じ賃金にするべきだ、ということで、
12月にガイドラインが作られた。
しかしそのガイドラインを見ても思ったが、こんなこと日本では成

り立たない。なぜかというと、日本の正社員と非正社員の働き
方は片やメンバーシップが基本、片やジョブ型が基本で、そもそ
も働かせ方が全く違うため、同一労働になり得ない面がある。そ
の中で同一労働同一賃金と言っても、それが実効ある形で実
現されるわけがない。
もし仮に同一労働同一賃金を実現していくのであれば、同一

の労働なのかということをコンパラブルにしていかなくてはならない。
つまり、正社員の中にも非正社員の中にもあるジョブの輪郭を
明瞭にしていき、かつそれが同じであるかどうかということを比較
可能にしない限り、同一労働同一賃金というスローガンをいくら
掲げても機能しないと考えている。

長時間労働に関しては電通社員の自殺をきっかけに、さすが
に是正が必要だと言われている。日本でも一応、労働基準法
はあるがそれがザルになっているのは、三六協定という労使協定
によって、上限を定めればそこまでは働いていいといったような、
法律をそもそも無化するような仕組みがあるからだ。三六協定
そのものに上限を入れる、あるいは仕事を終えてから翌日仕事
を始めるまでの間に一定のインターバルを確実に挟むというよう
なやり方もあるが、割増賃金ではなく労働時間そのものを、命
や健康という基準から規制していくということが、私は絶対不可
欠だと思っている。

しかしそれを今やるかどうかわからない状況がある。仮に上限
規制をしたとしても、隠れサービス残業のように労働時間として
カウントされない形が取られるかもしれない。仕事を家に持ち
帰ったり、あるいは真っ暗にしたオフィスの中で自分の手持ちの
ノートPCで仕事をするようなことが起きてしまわないように、労働
時間管理や、あるいは労働基準監督署の機能を、本気で増
強しなければならない。そうしない限り、サービス残業というもの
が下に潜っていくだけだ。今の政権は、このような状況の中で
「残業代ゼロ法案」と呼ばれている、労働時間規制に当てはま
らないような、成果主義的な働かせ方を導入しようとしている。
これは経営者団体の悲願であり、国会に上げると言っている。
これは全く逆のことを考えているということになる。

労働基準関連法規の問題とは別に、非常に大きな問題とし
て、法をすり抜けるような働かせ方がいつの間にか非常に広がっ
てしまっているということがある。

一つは非正規公務員の問題。官製ワーキング・プアと呼ばれ
たりするが、公務員の場合は非正規であっても「任用」というよう
な言い方で、労働基準関連法規の対象とされないと言われて
いる。これが今、ものすごく増えてきている。４割以上が非正規
の公務員が「任用」になっており、非常に低賃金の、まさに官製
ワーキング・プアが作り出されている。これをどうするかということが
大きな問題。

もう一つは、個人事業主の問題。実質的には雇用関係にあ
るのに個人事業主としておき、やはり労働関連法規の適用対
象外にあえてさせておくようなやり方を、企業は取り始めており、
これをどうするかということが非常に問題だ。

＜目指すべき方向性＞
荒れに荒れている労働市場をどう変えていくか。
提案としては、ジョブ型正社員という、非正社員と正社員の

悪いところ取りではなく、いいとこ取りをできるだけするような働か
せ方を増やしていくということ。やらなければならないことの輪郭
や内容、分量ははっきりしているが、そのジョブそのものがなくなる
までは基本的に無期限に雇うという契約のあり方である。これを
増やしていくということが必要だ。

一億総活躍というスローガンを掲げないにしても、これから労
働力人口が減っていく中で、あるいは経済的な自立を達成す
るために、女性であっても高齢者であっても障害を持たれる方で
あっても、希望に即した形で可能な形で働いた方が良いというこ
とは、否定できない。

それを可能にするためには、「短時間であっても構わない」とか
「勤務地限定であっても構わない」など、特定のジョブがしっかり
できれば、あれもこれもやってくれと言われないで済む環境を作っ
ていく必要がある。生活や健康などで色々な条件があり、これま
でのメンバーシップ型正社員のように全身全霊企業に投入でき
ないような人であっても、安定して働くことができる働き方という
ものが絶対に必要だ。それをジョブ型正社員という形で実現し
ていく必要があるだろうと考えている。

また、もちろん労働時間の上限規制、労働時間管理の厳密
化も必要である。日本の最低賃金の低さは国際比較で見ると
非常に低い。中卒女子の賃金が最低賃金とみなされていた時
期が戦後にあり、それが今なお尾を引いている。最低賃金を
1,500円にする運動も今起こっているが、1,500円にいきなり
すぐになることは難しいとしても、それに向けて最低賃金を上げ
ていく運動は絶対に必要である。労働基準行政が非常に手薄
になっているところを厚くしていく必要がある。任用の公務員や、
実質上雇用関係にある個人事業主との契約においても、労働
基準関連法規が該当するような形での改革も必要である。や
りがいの搾取の危険なども含め、働く人にワークルール教育をし
ていく必要もある。
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もう一つ大事なのは、いくら法律や教育でもって是正していこ
うとしても、結局のところは現場で、雇う側と雇われる側の交渉
で労働条件というのは決まっていかざるを得ない面がどうしても
残される。そういったときに、この労働に対する適正な報酬はこ
れくらいだという基準を定めるとか、それに違反している個別の
職場においては、きちんと交渉してあげるというような、業種や職
種別の労働組合が必要だ。NPOなどが同じ機能を果たしてく
れてもいい。

日本では労働組合が企業別組合になって御用組合になり全
く機能していない状況だが、労働組合は社会的に必要な機能
である。個々人が砂のようにバラバラな中で、働かせる側と、そ
れと全く相反する利益を持つ働く側の力関係を拮抗させていく
ための組織というのは、社会的な機能としてどうしても必要であ
る。そこを再び鍛えていく必要がある。それを企業内ではなく、業
界とか業種とか、企業の枠を超えた形で厚くしていく必要がある
というのが、今考えつくところである。
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 舞台芸術に関わる仕事を続けていくには、子供を持つことを考えると不安を感じていますが、データで実態が見えたことでの
危機感を得られたことは大きかったです。どうキャリアを重ねていくか考え続けようと思います。（京都）

 なんとなく自分の中にあったアートマネジメントの現場のイメージがはっきりしたように思います。社会のなかでの文化活動＝
余暇活動という意識の払拭と人材確保の必要性を再認識しました（札幌）

 今日の話の中には実証的・リアルな視点が無数にちりばめられ、さらに課題や問題を示唆されました。社会全体で富の再分
配をどう進めていくか。最上位から最下層までもっともっと声を上げていく必要があると思います。（福岡）

 目の前の問題に対して、怒る、声を上げることの意味がとても伝わってきました。しかし行政や自治体に対してどう伝えていく
か、そのための裏付けとなるデータが今まで乏しかったため、うまくものを言えずにいました。（福岡）

 自分も不満はあったが、民間や他分野とどう違い、どう変えてほしいかをはっきり言えなかったが、このようにデータ化、見える
化してあると武器となると思った。（福岡）

 アートマネジメントだけでなく、ニッポンの人材育成と労働環境を考えるシンポジウムでした。（仙台）

 どうしても日々の仕事に追われがちなところに、理念・目的として目指すべきところを改めて考えなおす機会となりました。
（名古屋）

 シンポジウムでも各パネリスト主張や問題点の指摘に共通点が多く、興味深く聞きました。（名古屋）

 スーパーマン、スーパーウーマンしか働き続けられない業界に未来はないと思う（東京）

 「夢のある業界」を夢のまま終わらせないで、制作者にとってもより魅力的（待遇面、スキルアップ面）な業界になっていくた
めに、自分の仕事でも今後より展開していきたいと改めて思いました。（東京）

 あいまいな議論ではなく、データで社会に示す意義はとても大きいと思います。今後ネットワークづくりなども行い、各組織、個
人をあげて業界の改善ができることを望みます（東京）
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